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○本計画での記載上の注意 

 ①図、表、文章を作成し記載する上で、他の計画や公表されている情報等を参考としている

場合には、その参考とした資料名を「資料」として記載しています。 

 ②本計画に記載している図、表、文章が他の計画や公表されている情報等から引用してい

る場合には、その資料名を「出典」として記載しています。 
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１ 計画策定の趣旨 

わが国は、地理的及び自然的な特性から、多くの大規模自然災害等による被害

を受け、自然の猛威は想像を超える悲惨な結果をもたらしてきました。 
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）は、

マグニチュード９．０の巨大な地震で、その激しい揺れと巨大津波により、多数

の死傷者、建物被害や土木インフラの損傷等の甚大な被害が発生しました。さら

には東京電力福島第一原子力発電所での事故が誘発され、二次被害として長期間、

また広域にわたって生活、経済活動への影響が生じることとなりました。文部科

学省地震調査研究推進本部地震調査委員会によると、南関東地域で今後３０年間

にマグニチュード７クラスの地震が発生する確率は７０％程度と推計されていま

す。 
また、令和元年９月には台風第１５号、同年１０月には台風第１９号が襲来し、

東日本各地で暴風による家屋被害や浸水被害が発生しました。 

このように近年は自然災害が頻発化、激甚化する傾向にあり、より一層の災害

への対応力の強化と防災に係る各取組みの実行性の向上が求められています。 

国は東日本大震災の教訓を踏まえ、いかなる大規模自然災害等が発生しても、

地域での被害発生やその影響を最小限に抑え、速やかな復旧・復興を推進するこ

とができる強靭な地域社会の形成を目指して、平成２５年１２月１１日に「強く

しなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」

（以下「国土強靭化基本法」とします。）を制定し、平成２６年６月３日に国土強

靭化基本計画を策定（閣議決定）しました。 

千葉県では、平成２９年１月に千葉県国土強靭化地域計画を策定し、千葉県と

しての強靭な地域づくりを進めています。 

このような状況を踏まえ、本市においても、今後発生が想定される自然災害に

備えて、尊い人命を守り、経済社会への被害が致命的なものにならず迅速に回復

する「強さとしなやかさ」を兼ね備えた災害に強いまちづくりを推進するため、

鎌ケ谷市国土強靭化地域計画を策定します。 

 
 

  
●国土強靭化とは 

大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に

資する施策を、まちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取組として

計画的に実施し、強靱な国づくり・地域づくりを推進するもの。 

 
 
 

資料：国土強靭化地域計画策定ガイドライン（第７版）基本編 

第１章 はじめに 
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国土強靭化基本法における国土強靭化地域計画の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

（基本理念） 
 第２条  国土強靱化に関する施策の推進は、東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生

した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）か

ら得られた教訓を踏まえ、必要な事前防災及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策

を総合的かつ計画的に実施することが重要であるとともに、国際競争力の向上に資する

ことに鑑み、明確な目標の下に、大規模自然災害等からの国民の生命、身体及び財産の

保護並びに大規模自然災害等の国民生活及び国民経済に及ぼす影響の最小化に関連す

る分野について現状の評価を行うこと等を通じて、当該施策を適切に策定し、これを国

の計画に定めること等により、行われなければならない。 
（地方公共団体の責務） 
第４条 地方公共団体は、第２条の基本理念にのっとり、国土強靱化に関し、国との適切

な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的かつ計画

的に策定し、及び実施する責務を有する。 
（国土強靱化地域計画） 
第１３条 都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靱化に関する施策の推進に関

する基本的な計画（以下「国土強靱化地域計画」という。）を、国土強靱化地域計画以外

の国土強靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定

めることができる。 
（国土強靱化地域計画と国土強靱化基本計画との関係） 
第１４条 国土強靱化地域計画は、国土強靱化基本計画との調和が保たれたものでなけれ

ばならない。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、国土強靭化基本法第２条の基本理念及び第４条の地方公共団体の責

務を踏まえ、国が定める国土強靭化基本計画や千葉県国土強靭化地域計画と調和

を保ちながら、第１３条の規定に基づいて策定する法定の計画です。 
また、本計画は鎌ケ谷市総合基本計画との整合・調和を保ちつつ、本市におけ

る国土強靭化に関する施策推進の基本的な事項を定めるものです。 
 

 

 

  

鎌ケ谷市における国土強靭化地域計画の位置づけ 

国土強靭化基本計画
千葉県

国土強靭化地域計画調和

調和
鎌ケ谷市

総合基本計画調和

整合・調和

分 野 別 の 各 種 個 別 計 画 など

鎌ケ谷市
都市計画

マスタープラン

鎌ケ谷市
地域防災計画

鎌ケ谷市
○○○計画

鎌ケ谷市
○○○計画

鎌ケ谷市
国土強靭化地域計画
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３ 計画の構成と期間 

本計画は「基本計画編」及び「アクションプログラム編」の２編で構成します。  
本計画の計画期間は、鎌ケ谷市総合基本計画 前期基本計画の計画期間と同じ

く令和３年度から令和８年度までの６年間とします。 
ただし、必要な事項は適宜、追加、見直しできるものとします。 

 
基本計画編とアクションプログラム編の主な内容 

名称 主な内容 計画期間 

基本計画編 

○計画の趣旨や位置づけ 

○基本目標・リスクシナリオ 

○推進方針 
令和３年度から 

令和８年度までの 

６年間 
アクションプログラム編 

○リスクシナリオごとの実施事 

業・取組み 
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４ 国土強靭化地域計画と地域防災計画の違い 

災害時の対応等を定める計画として鎌ケ谷市地域防災計画が策定されています

が、国によれば国土強靭化地域計画と地域防災計画とは以下の表のような違いが

あるものとしています。 

本市においては、地域防災計画の内容も踏まえながら、発生しうる災害リスク

を想定(リスクシナリオの設定)し、リスクに対する「事前準備」を進めるとの観

点を重視して、国土強靭化に向けた総合的な推進方針を定めるものとします。 

 
国土強靭化地域計画と地域防災計画の特徴 

視点 国土強靭化地域計画 地域防災計画 

検討の 

アプローチ 

地域で想定される自然災害全般に対して、

リスクシナリオ(起きてはならない最悪の事

態)を明らかにし、ハード・ソフト分野を含め

て推進方針を策定 

災害の種類ごとに災害

予防策・応急・復旧・復興

の対応策を整理策定 

主な 

対象時期 

災害発生後の最悪の事態を回避するため、

「発災前の期間」を対象に予防策・復旧・復

興の事前準備を中心 

発災前の災害予防策も

含みつつ、主に発災時・発

災後の対応を中心 

施策の 

設定方法 

脆弱性評価、リスクシナリオと合わせた施

策の設定 
― 

施策の重点

化の有無 
あり なし 

 
 
 

  

資料： 国土強靭化地域計画策定ガイドライン（第７版）基本編 

地域防災計画との違い 
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５ 計画策定のプロセス 

本計画は、国の策定ガイドラインに示される手順を参考に策定を進めます。 
 

鎌ケ谷市国土強靭化地域計画の策定のプロセス 

         
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜アクションプログラム編＞ 

 

＜基本計画編＞ 

 

【国土強靭化の基本的な考え方(第３章)】 

 
想定するリスク 

事前に備えるべき目標 

【国土強靭化に係る本市の地域特性 

(第２章)】 

リスクシナリオと施策分野の設定 

【推進方針(第４章)】 

 
リスクシナリオごとの推進方針 

リスクシナリオごとの実施事業・取組み 

鎌ケ谷市 

総合基本計画 

(基本計画) 

国土強靭化 

基本計画 

 

千葉県 

国土強靭化 

地域計画 

基本目標 

鎌ケ谷市 

総合基本計画 

(実施計画) 

脆弱性の分析・評価、課題の検討 

【計画の推進と進捗管理(第５章)】 

 

リスクシナリオごとのプログラム 

(施策群)表 

施策の重点化 
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１ 概況 

(１) 位置・沿革 

ア 市の位置 

本市は、千葉県の北西部に位置し、東京都心から２５ｋｍ圏内に位置していま

す。 

東西４．９７ｋｍ、南北６．６０ｋｍで市域の面積は２１.０８㎢であり、北

は柏市、東は白井市、南は船橋市、西は市川市、松戸市に接しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

イ 市の沿革 

明治２２年の町村制により、佐津間・粟野・初富・鎌ケ谷・道野辺・中沢に、

印旛郡根村から軽井沢を加え、７つの地区を合わせて新しく鎌ケ谷村が誕生し

ました。 
昭和２７年の町村合併促進法により、鎌ケ谷村周辺の町村も再編成が進めら

れたものの、昭和３３年、鎌ケ谷村は町の標準人口８，０００人を超えていた

こともあり、周辺の村々との合併もなく町制が施行されました。 
昭和４５年の地方自治法の改正を受け、昭和４６年に千葉県では２４番目の

市として、鎌ケ谷市が誕生しました。 
その後、鉄道等の都市基盤整備の充実により、平成８年には人口１０万人を

超え、首都圏のベッドタウン、千葉県北西部地域の広域交流拠点として発展し

てきました。  

出典：市資料 

第２章 国土強靭化に係る本市の地域特性 

鎌ケ谷市の位置 
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２ 自然条件 

（１） 気象 

本市の年平均気温は１５.８℃（令和元年）となっています。今までの最高気

温は、昭和４６年に記録した３９.０℃、最低気温は昭和５０年、５３年に記録

した－９．０℃です。 

年間降水量は１，３５７.０mm（令和元年）で、全国的に見ても雨量が少ない

方となっています。特に冬季は乾燥した晴天の日が続きます。 

 

 

（２） 地形・地質 

本市は、下総台地と呼ばれる約１２.５万年前に形成された海成段丘上に位置

しています。 

全体としては標高１０～２０ｍの丘陵の起伏をもち、台地は幅１００ｍほど

の谷（串崎新田、道野辺等に広がる）が刻まれています。 

台地の高いところでは標高約３０ｍ、谷底では標高約７～１０ｍとなってい

ます。地形区分では、概ねローム台地とされる地形が広がり、河川沿いには谷

底低地が形成されています。 

台地を構成する地層は、主に成田層群と呼ばれる砂層からなるとされ、表層

の数ｍはローム層からなっています。谷では表層の数ｍは軟弱な砂層やシルト

層からなり、それより深部は成田層群にあたるとされています。 

 
 

  

資料：鎌ケ谷市地域防災計画 

資料：鎌ケ谷市地域防災計画 
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標高（２５０ｍメッシュ）国土数値情報 

資料：国土数値情報 
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（３） 河川 

市内には複数の水源地を有し、谷地にある川とその流域は、下の図に示すよ

うに大きく５つに分かれています。 
利根川水系手賀川支流である一級河川大津川と金山落の流域（手賀沼流域）、

利根川水系神崎川支流の一級河川二重川の上流（本市部分では水路）の流域（印

旛沼流域）、東京湾に注ぐものとして、利根川水系江戸川から分かれる真間川の

支流である一級河川大柏川とこれに流れ込む準用河川の中沢川、二和川、根郷

川の流域（真間川流域）、二級河川海老川に流れ込む流域（海老川流域）からな

ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：市資料 

河川流域図 
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３ 社会条件 

（１） 人口・世帯 

ア 人口・世帯 

住民基本台帳によると本市の人口は平成２２年の１０７，８２０人から、概

ね増加傾向にあり、令和元年には１１０，０９１人となっています。 

世帯数も平成２２年の４４，２１７世帯から、一貫して増加傾向にあり、令

和元年時点では４９，８７５世帯となっています。 

一方、１世帯あたりの世帯人員は平成２２年の２．４人から減少傾向にあり、

令和元年時点では２．２人となっています。 

人口は、昭和３０年代後半から、都市化に伴い増加の傾向が続いてきました

が、将来的には減少に転じる見通しもあります。 

 

 

イ 年齢３区分別人口の状況 

本市の年齢３区分別人口を見ると、１５歳未満の年少人口は平成２４年の１

４，５５５人をピークに減少に転じています。構成比は平成２２年の１３.４％

以降概ね減少しています。令和元年時点では１３，０９９人（１１.９％）と実

数・構成比ともに最も低くなっています。 

また、１５～６４歳の生産年齢人口は、実数・構成比ともに平成２２年の７

０，３３１人（６５.２％）から概ね減少傾向であり、令和元年時点では６６，

０４１人（６０.０％）となっています。 

６５歳以上の高齢者人口は実数・構成比ともに大幅に増加しており、平成２

２年の２３，０５２人（２１．４％）に対して、令和元年は３０，９５１人（２

８.１％）となっています。 

 

 

（２） 産業 

本市の事業所数の構成比を産業大分類別に見ると、「卸売業、小売業」が２０.

３％で最も高く、次いで「建設業」が１４.４％、「宿泊業、飲食サービス業」が

１０.９％となっています。 

また、従業者数の構成比では、「卸売業、小売業」が１９.９％で事業所数と

同様に最も高くなっているほか、２番目以降は「医療、福祉」が１９.５％、「製

造業」が１０.３％となっています。 

 
 

資料：総合基本計画資料・国立社会保障人口問題研究所 

資料：総合基本計画資料 

資料：総合基本計画資料 



１２ 

４ まちの特徴 

（１） 土地利用 

市内の土地利用は、台地は畑、谷底は水田といった農業を中心とした土地利

用がなされてきましたが、都市化の進展により南部では多くが住宅地となって

います。北部でも旧集落や新京成線、東武野田線、幹線道路に沿った地域には

住宅地が形成されています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国土数値情報 

土地利用現況（１００ｍメッシュ） 



１３ 

土地利用に関連する法規制では、本市は全域が都市計画区域に指定されてお

り、うち約半分の１，０７３ｈａが市街化を図るべき区域として市街化区域に

指定されています。市街化区域内では、建物に対する防火対策として、用途地

域が商業地域及び近隣商業地域で防火地域や準防火地域が指定されています。 

その他、建築基準法第２２条区域（建築物の屋根を不燃材で葺く等の措置を

する必要のある区域）が指定され、個々の建物における防火対策の取組みを進

めています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土数値情報 

防火地域・準防火地域・建築基準法第２２条区域の指定状況 



１４ 

（２） 道路・鉄道網 

本市の主要道路は、国道４６４号と主要地方道 千葉鎌ケ谷松戸線、主要地

方道 船橋我孫子線や主要地方道 市川印西線によって、市内外への交通網が

広がっています。 

千葉県により、第一次緊急輸送道路（※）に国道４６４号、主要地方道 千

葉鎌ケ谷松戸線、主要地方道 船橋我孫子線が、また、第二次緊急輸送道路に

は主要地方道 千葉鎌ケ谷松戸線(東武野田線より以東側区間)が指定されてい

ます。 

鉄道は、市の中央に新鎌ケ谷駅が立地し、この駅を中心に、北総線、成田ス

カイアクセス線、新京成線、東武野田線が交差しています。 

 
 
  

新京成線 

東武野田線 

資料：国土数値情報 

主要な道路網・鉄道網 

 

北総線、 
成田スカイアクセス線 



１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鎌ケ谷市 

※地図中のルート番号は、緊急輸送

道路の番号であるため、国道、県道

の番号とは異なります。 

資料：千葉県資料 

千葉県の緊急輸送道路 



１６ 

（３） 上下水道・エネルギー施設・供給処理施設・公園 

ア 上下水道・エネルギー施設(電力・ガス) 

本市の上水道は、昭和４６年に千葉県企業局により供用が開始されています。

市内に浄水場はありません。普及率は、７６.７％（平成３０年３月３１日時点）

となっていますが、主要管の耐震化等が課題となっています。 

公共下水道は、昭和５９年から供用を開始し、処理区域内人口は７３，７８

９人、普及率６７.０％（令和２年３月３１日時点）で、依然として整備途上に

あります。 

ガスは、京葉瓦斯株式会社及び戸別プロパンガス、電力は東京電力パワーグ

リッド株式会社により、供給されています。 

 

イ 供給処理施設 

供給処理施設として、ごみ焼却場、汚物処理場等が都市計画施設として整備

されています。 
 

ウ 公園 

市内には、都市計画公園（※）が１２箇所（街区公園９、地区公園３）整備さ

れており、都市公園（※）は２００箇所、約３６ｈａとなっています。（令和２

年１２月時点） 

 

（４） 災害対応の拠点・避難先となる公共施設 

市役所や警察署、文化施設等の公共施設は、新鎌ケ谷駅を中心に点在してい

ます。 
市内の小中学校をはじめ県立高校、公園等が指定緊急避難場所・指定避難所

に指定されています。 
広域避難場所には市制記念公園、鎌ケ谷高等学校、鎌ケ谷西高等学校が指定

されています。 
市の公共施設の耐震化は完了していますが、機能維持、建物の長寿命化を図

るため、計画的に改修を行う必要があります。 
 

  



１７ 

（５） 災害発生のおそれのある区域 

ア 土砂災害 

千葉県により急傾斜地崩壊危険箇所７箇所、急傾斜地崩壊危険区域１箇所、

土砂災害警戒区域７箇所、土砂災害特別警戒区域６箇所が指定されています。 

   （令和３年３月時点） 

 

イ 浸水害・洪水災害 

河川上流部にあたる小規模な河川が多い本市では、千葉県により真間川水系

の中沢川、二和川、根郷川の谷底低地部に、当該河川が氾濫した場合に浸水が

想定される区域として、洪水浸水想定区域が指定されています。 
二和川沿いに水害実績箇所が多数分布しており、今後も発生が危惧されてい

るほか、市内の多数の箇所で水害実績箇所が分布しています。 
その他中沢川、大柏川、大津川沿いに想定浸水深が２．０～５．０ｍの区域

が広がっています。 
市内の微地形（※）上での谷地で、想定浸水深が０．５ｍ未満であるものの

浸水可能性のある区域が分散しており、これらに位置する家屋や施設での浸水

被害の発生が危惧されます。 
こうした情報は、「鎌ケ谷市洪水ハザードマップ」として作成され、市ホーム

ページにも公開されています。 
市では、宅地開発指導要綱に基づいて、雨水流出抑制施設の設置を指導して

います。 
これらの浸水・洪水被害の発生が危惧される区域の解消のためのインフラ整

備の推進や速やかな避難対応の支援等が必要です。 
 

  



１８ 

５ 災害履歴と今後の想定 

（１） 地震 

ア 過去の地震災害履歴 

本市に影響を及ぼした歴史的な地震は、ほとんどが房総半島沖で発生してい

ます。これらは、太平洋西縁部に当たる日本海溝や相模湾から房総半島南沖を

走る相模トラフと呼ばれる海底のくぼみ等で発生する海溝型巨大地震とされま

す。大正１２年の関東大地震等もこれにあたります。 

なお、千葉県東方沖地震（マグニチュード=６．７、昭和６２年）では、本市

の震度は５（旧震度階級）で、建物被害は２棟と幸いにも軽微でありました。 

また、平成２３年に発生した東北地方太平洋沖地震（東日本大震災)において

は、千葉県下では成田市、印西市で震度６弱となり、沿岸部、埋立地、河川沿

いでは液状化被害が発生し、さらに太平洋沿岸では津波による被害が発生しま

した。本市では、震度５弱を記録し、人的被害は軽傷者が５名、住家被害は大

規模半壊が２件、半壊が７件、一部破損が８１０件、避難者は１３６名（最大

時）となっており、公共施設においても、壁の亀裂や水道管の破損等が発生し

ました。 

その他、帰宅困難者の発生、道路渋滞、電話の輻輳(※)、食料の品切れ、放

射能対応等の問題が生じています。 

 

地震災害一覧（平成２８年３月３１日時点） 

地震名 発生年 マグニチュード 震源 本市の被害 

元禄地震 
元禄１６年 

（１７０３年） 
７．９～８．２ 相模トラフ 

記録なし 

安政江戸地震 
安政２年 

（１８５５年） 
６．９ 東京湾 

記録なし 

関東大地震 
大正１２年 

（１９２３年） 
７．９ 

神奈川県 

西部 

記録なし 

千葉県東方沖地震 
昭和６２年 

（１９８７年） 
６．７ 

千葉県 

東方沖 

建物一部損壊２棟 

東北地方太平洋沖

地震 

（東日本大震災） 

平成２３年 

（２０１１年） 
９．０ 三陸沖 

人的被害：軽傷者 ５名 

建物等被害： 

住家大規模半壊２件 

住家半壊７件 

住家一部破損８１０件 

非住家一部破損２５件 

宅地被害６件 

(内：敷地被害解体１) 

 
資料：鎌ケ谷市地域防災計画 



１９ 

イ 今後の地震災害の想定 

今後の地震災害の想定は鎌ケ谷市地域防災計画において、市域で最も被害が

大きくなるのは「東京湾北部地震の震源が鎌ケ谷市直下の場合」とされ、以下

の表のようなことが危惧される事項として想定されています。 
 

地震災害による被害の想定 

想定される事項 内容 

震 度 ・市の約９８％の地域で震度６弱、２％で震度６強となると予想 

液状化 ・河川沿いの谷底低地や埋立てされた区域において液状化の危険性が高い 

建物被害 
・地震の揺れによる被害のほか、液状化による建物被害の発生 

・火災の発生による被害 

人的被害 
・建物被害、火災、ブロック塀等の倒壊、屋内収容物の転倒等による人的

被害の発生 

交通施設・ライ

フラインの被害 

・第一次緊急輸送道路に指定される橋梁（粟野橋）の損傷により、１か月

程度の通行止めの可能性 

・上水道の配水管の破損による約１１日間程度の断水世帯の発生 

・下水道管渠の被害による約１１日間程度の機能支障区域の発生 

・電柱及び架空線の配電施設の損傷による約５日間程度の停電区域の発生 

・電柱被害に伴う１日程度の固定電話回線の不通状態の発生 

・地震動による都市ガスの約２２日間程度の供給停止区域の発生 

・ＬＰガスの供給支障世帯の発生 

避難者・帰宅 

困難者の発生 

・建物倒壊等の被害やライフラインの損傷による市外からの来訪者や市民

の帰宅困難者の発生 

・建物被害を原因とする１か月程度の長期間に及ぶ避難者は６，０００人

を超えると試算 

震災（災害） 

廃棄物の発生 

・建物倒壊等の被害に伴う解体瓦礫等の躯体残骸物が東京ドームの１/４

程度の堆積量の発生 

 

 

 

  

資料：鎌ケ谷市地域防災計画等 



２０ 

（２） 風水害 

ア 過去の風水害履歴 

本市の風水害による床上浸水及び床下浸水の被害発生件数では、平成２５年

１０月の台風第２６号による浸水被害が最も多くなっています。また、平成８

年９月２２日の台風第１７号では、大津川沿いの広い範囲と二和川・大柏川の

広い範囲で浸水被害が発生し、鎌ケ谷市の面積の約４％（８３万㎡）が浸水す

る被害が発生しています。 
 

被害の大きな主な風水害 

発生年月日 災害要因 
床上 

浸水 

床下 

浸水 

道路封鎖・道路冠

水・住家被害 等 

昭和５６年１０月２２日 台風第２４号による大雨 ８０ １１０  

平成元年８月２６日 台風第１７号による大雨 ３６ １１１  

平成３年９月８日 台風第１５号による大雨 ２０ ７２  

平成３年９月１９日 台風第１８号による大雨 ７４ １６０  

平成５年８月２７日 台風第１１号による大雨 ４８ １３８  

平成６年９月２日 雷雨 ２１ ６２  

平成８年９月２２日 台風第１７号による大雨 ８６ １３２  

平成１２年５月１５日 雷雲 ４７ １１４  

平成１２年７月７日 台風第３号による大雨 ３２ ３２  

平成１６年１０月８日 台風第２２号＋秋雨前線 ２１ ６０  

平成２５年１０月１５日 台風第２６号 １８６ ３２６ 道路冠水:５４箇所 

平成３０年９月３０～ 

１０月１日 
台風第２４号 ― ― 一部損壊:３０棟 

令和元年９月９日・１０月

１２日・１０月２５日 

台風第１５号・台風第１９

号・大雨 
１ ２１ 

半壊:１５棟、一部損

壊:２３３棟 

 
 
 
 

イ 今後の風水害の想定 

鎌ケ谷市洪水ハザードマップの情報に基づいて、浸水が想定される区域内

（「浸水想定区域」）には、約１万人、約４，０００世帯の市民が暮らしている

ものと推計されています。 
特に中沢川沿い、二和川沿いの区域に多くなっている状況にあります。 
今後も台風や短時間の豪雨等による浸水被害の発生が危惧されます。 

  

資料：鎌ケ谷市地域防災計画、鎌ケ谷市被災証明発行件数、 
令和元年分は千葉県防災ポータルサイト 

資料：鎌ケ谷市防災基礎調査 



２１ 

（３） 土砂災害 

急傾斜地崩壊危険箇所７箇所、急傾斜地崩壊危険区域１箇所、土砂災害警戒

区域７箇所、土砂災害特別警戒区域６箇所が指定されています。（令和３年３月

時点） 

これらの区域では、地震時や豪雨時での土砂災害の発生が危惧されます。 

 
 

（４） その他の災害 

その他の災害として、富士山をはじめとする火山噴火による降灰の発生が危

惧されます。 
 
 



２２ 

  

 

１ 想定するリスク 

過去の災害履歴や鎌ケ谷市地域防災計画による災害の想定等を踏まえて、本計

画で想定する災害リスクは以下の表のとおりとし、新型コロナウイルス感染症等

の感染症の影響も考慮するものとします。 
 

想定するリスク 

災害タイプ 災害の概要 被害様相を参考とする災害 

地震 

○地震動による建物被害、イン

フラの損傷、地盤の液状化  

○物流の途絶、避難生活の長期

化、災害廃棄物の発生 

○土砂流出による家屋被害 等 

○東京湾北部地震の震源が鎌ケ谷

市直下に位置する場合 

風水害 

○豪雨による河川・内水氾濫及

び家屋、農地の浸水 

○突風による家屋の損壊、電柱

倒壊や電線断裂による停電  

○土砂流出による家屋被害 等 

○平成２５年台風第２６号、令和

元年台風第１５号・台風第１９

号・１０月２５日の大雨 

その他 
○火山噴火の降灰によるインフ

ラへの影響、農作物被害 等 
○富士山噴火 

 
 

  

第３章 国土強靭化の基本的な考え方 



２３ 

＜いかなる大規模自然災害が発生しようとも、＞

鎌ケ谷市総合基本計画

【まちづくりの基本理念】

みんなでつくるふるさと 鎌ケ谷

１ 人命の保護が最大限図られること

２ 市及び社会の重要な機能が致命的な障害を

受けず維持されること

３ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

４ 迅速な復旧復興

２ 基本目標 

国が定める、国土強靭化基本計画及び千葉県国土強靭化地域計画との調和を保

つとの観点から、以下の４項目を基本目標として設定し、鎌ケ谷市総合基本計画

が定める【まちづくりの基本理念】「みんなでつくるふるさと 鎌ケ谷」の実現を

図ります。 
 
 

【基本目標】 

 

 

 

 

 

  



２４ 

３ 事前に備えるべき目標 

４項目の基本目標を基に、大規模自然災害を想定して、より具体的に達成すべ

き目標として、千葉県国土強靭化地域計画の内容も踏まえながら、以下の８項目

を事前に備えるべき目標として設定します。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

１  大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーン（※）を

含む）を機能不全に陥らせない 

６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、

ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これら

の早期復旧を図る 

７ 制御不能な二次災害を発生させない 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復で

きる条件を整備する 

 
 
 
  

４項目の国土強靭化の基本目標 

リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

【事前に備えるべき目標】 
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４ リスクシナリオと施策分野の設定 

本計画においては、本市の地域特性及び本計画が想定するリスクを踏まえ、千

葉県国土強靭化地域計画及び鎌ケ谷市総合基本計画との調和を保ちながら、８項

目の事前に備えるべき目標に対して、３７項目のリスクシナリオ(「起きてはな

らない最悪の事態」)を以下の表のように設定します。 

 
設定したリスクシナリオ 

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ(起きてはならない最悪の事態) 

１ 大規模自然災害が発生し

たときでも人命の保護が最

大限図られる 

 

 

1-1 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地におけ

る火災による死傷者の発生 

1-2 不特定多数が集まる施設の倒壊･火災 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず、

後年度にわたり市内の脆弱性が高まる事態 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者

の発生 

２ 大規模自然災害発生直後

から救助・救急、医療活動

等が迅速に行われる（そ

れがなされない場合の必

要な対応を含む） 

 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停

止 

2-2 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動等の絶

対的不足 

2-3 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶

による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

３ 大規模自然災害発生直後

から必要不可欠な行政機

能は確保する 

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

及び信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

3-2 市の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

４ 大規模自然災害発生直後

から必要不可欠な情報通

信機能は確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4-2 テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝

達できない事態 

4-3 防災行政無線等情報伝達の中断等により災害情報が伝達で

きない事態 

4-4 郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達でき

ない事態 
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設定したリスクシナリオ 

 
  

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ(起きてはならない最悪の事態) 

５ 大規模自然災害発生後で

あっても、経済活動（サプ

ライチェーンを含む）を機

能不全に陥らせない 

 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー

供給の停止 

5-3 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

5-4 金融サービス等の機能停止により甚大な影響が発生する事

態 

5-5 食料等の安定供給の停滞 

６ 大規模自然災害発生後で

あっても、生活・経済活動

に必要最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通

ネットワーク等を確保する

とともに、これらの早期復

旧を図る 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガ

スサプライチェーンの機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6-5 異常渇水等により飲料水等の供給の途絶 

７ 制御不能な二次災害を発

生させない 

 

7-1 市街地での大規模火災の発生 

7-2 沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

7-3 防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散･流出 

7-5 風評被害等による影響 

7-6 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

８ 大規模自然災害発生後で

あっても、地域社会・経済

が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する 

 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が

大幅に遅れる事態 

8-2 道路啓開（※）等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディ

ネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復

旧･復興が大幅に遅れる事態 

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大

幅に遅れる事態 

8-4 基幹インフラの崩壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 
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設定したリスクシナリオを回避し、最悪の事態に至らないようにするために必

要な施策の分野を念頭におきつつ、本市の行政組織の実状に応じた施策分野を以

下のように設定します。 
この施策分野は、第４章２節の「リスクシナリオごとのプログラム（施策群）

表」の整理において、リスクシナリオごとの推進方針を体系的に整理するために

活用します。（７８頁） 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  【施策分野】

⑥環境

①行政機能・
消防 等

②都市基盤

③安全教育

④保健・
医療・福祉

➄産業
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５ 脆弱性の分析・評価、課題の検討 

   脆弱性の分析・評価、課題の検討の内容は、「第４章 推進方針」のリスクシナ

リオごとの推進方針における「（１）現状と課題」に反映しています。なお、脆弱

性の分析・評価、課題の検討の基本的な考え方は以下のとおりです。 

（１） 脆弱性の分析・評価 

国土強靭化の取組みを進める際に、本市で実施、または実施を予定している施

策の状況を前節で設定したリスクシナリオとの関係で整理し、国が定める国土強

靭化基本計画や千葉県国土強靭化地域計画との調和を保ちながら、分析・評価を

実施します。 

本市における国土強靭化の推進においては、「鎌ケ谷市総合基本計画基本構想」

における考え方や鎌ケ谷市地域防災計画の内容を踏まえて、次頁に示すような「自

助」「共助」「公助」の対応を適切に組み合わせながら、地域全体として「強さと

しなやかさ」を兼ね備えていくことが必要です。 

 

「鎌ケ谷市総合基本計画基本構想 基本目標３ 自然と調和した 災害に強い

まち(安全・環境)」における考え方 

 

 

 

以上の考え方等を勘案した脆弱性の分析・評価のポイントは以下のとおりです。 

 

① 地域特性を踏まえた対策の必要性 

本市は、災害発生のタイプは限られていますが、想定される災害に対して本市

の地域特性を踏まえたリスクシナリオを想定し、最悪の事態の発生を事前に回避

する対策を進める必要があります。 

 

② 効果的なハード・ソフト対策の組み合わせの必要性 

大規模自然災害等に対しては、施設の整備や耐震化、備蓄等のハード対策とと

もに、防災知識の周知・啓発、防災訓練等によるソフト対策も重要であり、この

両方を適切に組み合わせて、効果的に対策を推進する視点が必要です。 

  

自然災害の被害を最小限に抑えるよう、自助、共助、公助が一体となっ

た取組みによる市内全域の防災力の向上を図るとともに、迅速かつ的確な

消防活動を遂行するため、消防・救急体制の充実を推進します。 

出典：鎌ケ谷市総合計画基本構想 
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③ 代替性・冗長性（※）等の確保の必要性 

いかなる大規模自然災害等が発生しても、地域社会・経済が機能不全に陥らず、

速やかに復旧・復興が可能となるように、代替施設やバックアップシステム等を

整備することにより、代替性・冗長性を確保する必要があります。 

 

④ 国、千葉県、地域住民、民間事業者等の連携の必要性 

施策を効果的に推進するために、市を中心に、国、千葉県等の関係機関と地域

住民、民間事業者等との各主体間で、十分に連携を図ることが必要です。 

 

国土強靭化における自助・共助・公助の役割の例示 

 国土強靭化での主な取組み・役割 

自 助 

（市民・事業所） 

○家庭内、事業所内での食料・飲料水等の備蓄や建物の耐震化、避難方

法の確認等による災害時対応力の向上 等 
共 助 

（地域） 

○自主防災組織を中心とした地域での備蓄や救助・避難訓練による自主

的・自立的な災害時対応力の向上 等 

公 助 

（市が中心となっ

て千葉県や国と 

連携） 

○災害発生に備えたインフラ整備、災害対応拠点となる公共施設の耐震

化、非常用電源の充実等の防災力の向上、避難情報の伝達、避難所の

整備・充実、復旧・復興及び支援受入れの体制や交通インフラ、災害

対応拠点、災害活動拠点等の整備、生活再建支援の実施、自助・共助

への支援等を通じた地域全体の災害時対応力の向上 等 
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（２） 課題の検討 

  本市における脆弱性を分析・評価した結果、課題について以下のように整理し

ます。 

 

① 自助(市民・事業所) 

【ハード分野】 

○家庭や事業所での食料等の備蓄や家具転倒対策、家屋や建物の耐震化、防火

対策は今後も引き続き充実していく必要があります。 
 

【ソフト分野】 

○家庭での災害発生時の対応に関する各種知識や情報の理解を多様な機会や方

法を通じて、より多くの市民が深めていくようにする必要があります。 
○事業所で事業継続計画を作成する等により、災害発生時の対応力を高めてい

く必要があります。 
 

 

② 共助(地域) 

【ハード分野】 

○自主防災組織の災害対応に係る活動を充実させるため、防災倉庫や資器材の

整備・充実について、今後も引き続き相談や助言をしていく必要があります。 
 

【ソフト分野】 

○自主防災組織率をさらに高め、地域での防災訓練の実施等により、地域防災

力を高める必要があります。 
○地域での災害対応力を避難行動要支援者（※）の名簿の活用や避難訓練の実

施等を通じて、高めていく必要があります。 
○災害時に円滑な避難所運営を行うため、避難所運営マニュアルを活用し、避

難所運営委員会の活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域

は設立の準備を進める必要があります。 
 

 

③ 公助(市が中心となって千葉県や国と連携) 

【ハード分野】 

○市の公共施設の耐震化は完了していますが、避難所となる小、中学校の体育

館の改修や災害時に被災者の住居となる市営住宅の長寿命化対応等を早期に

進める必要があります。 
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○災害時の災害対策本部や物資集積拠点では予定施設の損傷時における代替施

設の確保のほか、非常用電源や燃料備蓄等により、持続的な業務環境の確保

に向けて環境を整備していく必要があります。 
○緊急輸送道路に指定される基幹的な道路ルートは、広域的な観点からもその

機能をより発揮するため、北千葉道路の整備の促進をはじめ、国道・県道の

既存ルートでの脆弱な箇所や橋梁等施設の補強による防災力の向上を図るほ

か、沿道建物等の倒壊や落下物による閉塞を防止するための取組みをさらに

進める必要があります。 
○市内の浸水の危険性が高い区域への対応として、雨水貯留施設、排水ポンプ

施設の整備や下流域の一級河川整備の要請等によるハード整備を進める必要

があります。 
○災害発生後の迅速な救助・救急のために消防関連施設の改修や消防車両をは

じめとする消防関係資機材の計画的な更新等により、消防力を向上していく

必要があります。 
 

【ソフト分野】 

○業務継続計画の進行管理や職員の持続的な勤務環境への配慮、災害訓練を通

じた復旧・復興時の手順の確認等により、復旧・復興時の庁内体制を整備し

ていく必要があります。 
○災害対応業務の人的資源の確保に向けて、職員の専門性の向上や受援計画の

策定、関係団体及び民間事業者との災害時協定の締結等により、災害発生時

における広域的な応援体制や関係団体との連携体制をより強化していく必要

があります。 
○国や千葉県との役割分担を踏まえながら、緊急時の連絡体制や連携のあり方

を確認し、災害対応体制の実効性を高めていく必要があります。 
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１ リスクシナリオごとの推進方針 

 脆弱性の分析・評価、課題の検討を踏まえ、リスクシナリオを回避し、４つの基

本目標を達成するため、以下の推進方針により強靭化に取り組むものとします。 
 
 
 
 

１－１ 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災

による死傷者の発生 

(１)現状と課題 

○市内には、住宅地が形成され、地域においても地震発生時の建物倒壊や火災の

発生による被害の可能性があり、また、河川沿いの谷底低地や埋立てされた区

域において地震時に液状化の可能性が高いエリアがあります。このような現状

を踏まえ、消防力の向上に引き続き取り組む必要があります。 
○感震ブレーカー（※）の設置の促進など、家庭・事業所内の災害対策等の推進

に取り組む必要があります。 
○災害発生時の応急活動の拠点となる公共施設や避難所となる学校体育館等は、

耐震化を完了していますが、機能維持、建物の長寿命化を図るため、計画的に

改修を行う必要があります。 
○地震の発生に備え、消防車両の充実や消防団員の確保により消防力の強化を図

るとともに、自主防災組織の強化等に取り組む必要があります。 
 

(２)推進方針 

①住宅・民間建築物の耐震化等の推進 

○地震による被害軽減を進めるため、木造住宅の耐震診断・改修の補助制度等の

周知・活用の促進に取り組み、住宅の耐震化を推進します。 
○千葉県と連携して、耐震改修技術の普及・建築技術者の養成、耐震相談窓口の

開設・所有者向けの啓発事業等、耐震改修促進のための施策を推進します。 
○空家等対策計画に基づき、空家等の適正な管理や有効活用等を推進します。 

■関連する主な施策 
 
 

  

・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
・空家等への対策 

目標１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図 

られる 
 

第４章 推進方針 
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②市街地の不燃化の推進 

○避難路及び避難地周辺地区や緊急輸送道路として指定されている路線沿道地区

においては、耐火建築物、準耐火建築物等の建築を促進するため、防火・準防

火地域の指定の検討に取り組みます。 
○防火・準防火地域以外の市街地における延焼の防止を図るため、建築基準法第

２２条及び第２３条により、木造建築物等の屋根の不燃措置及び外壁の延焼防

止措置の指導を図ります。 
○大規模地震等に伴い発生する火災等から住民の生命・財産を守るため、避難地

となる公園や緑地等のオープンスペースの確保を図ります。 
○主要な道路沿道での建築物の不燃化の促進を図ります。 

■関連する主な施策 
 
 
 
 

 
 
 
 

③家庭・事業所内での災害対策等の推進 

○大規模地震等による火災の発生防止、早期発見及び延焼防止のため、感震ブレ

ーカー、住宅用火災警報器、消火器等の設置を促進し、定期的な点検、機器更

新の普及・啓発を図ります。 
○家庭・事業所内での食料・飲料水等の備蓄や家具・什器の転倒防止等の防災知

識の普及・啓発等により、家庭・事業所内の地震対策を推進します。 
■関連する主な施策 
 

 
 
 
④防災知識の普及・啓発 

○消防・避難訓練や各種イベント等を通じて、火災等の防災知識の普及・啓発を

図ります。 
 

⑤公共施設の耐震化等 
○市有建築物については、耐震化を完了していますが、機能維持、建物の長寿命

化を図るため、計画的に改修を行います。 

 

・住宅用火災警報器の設置促進 
・感震ブレーカーの設置普及 

・防火・準防火地域の指定 
・建築基準法第２２条及び第２３条区域の指定 
・都市防災不燃化促進の周知 
・都市公園の整備 
・緑地の保全 
・公園施設の長寿命化 
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■関連する主な施策 
 

 
 

 

 

 

⑥緊急時の避難用の道路の整備 

○避難・救助活動等に不可欠な道路の確保のため、主要な道路の整備・改良を進

めます。 
■関連する主な施策 

 
 

 

 

 

⑦無電柱化の推進の要請 

○大規模地震時に液状化や建物損壊等による被害を受けやすい電柱については、

無電柱化の推進を千葉県や電力事業者に要請します。 
■関連する主な施策 

 
 

 
⑧常備消防・救急体制の強化 

○消防用自動車更新計画に基づき、消防車両の計画的な更新や機材の充実、消防

職員の知識と技術の向上を図り、消火や救急活動に速やかに対応できる体制を

整備します。 
○救急や警防活動の各種計画、年間計画に基づく活動訓練等を行います。 
○公共施設のＡＥＤ（自動体外式除細動器）を市民の目につきやすい屋外に設置

し、市民の救命率の向上を図ります。 
■関連する主な施策 

 

 

 
         
 
 

・無電柱化の推進の要請 
 

・主要市道、一般市道、交差点、通学路及び都市計画道路の整備・改良 
・新京成線連続立体交差事業 
・北千葉道路整備促進の要請 
 
 

・消防車両の更新 
・消火栓の改修 
・活動訓練等の実施 
・ＡＥＤの屋外設置 

・市有建築物等の長寿命化 
・耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
・公共施設等の管理 
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⑨消防団の強化 

○被災後の活動等に従事する人員を確保するため、消防団充実強化計画に基づき

消防団員の加入を促進し、装備品等を整備するとともに、消防用自動車更新計

画に基づき消防団車両を更新し、地域防災力の向上を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 

 
 
 

⑩自主防災組織の強化等による地域防災力の向上 

○地域の特性に応じた防災訓練の実施や自主防災組織への資器材の交付等により、

自主防災組織の充実・強化を進めて地域防災力の向上を図ります。 
○市民（バイスタンダー（※））による応急手当の普及のために、救命講習の開催

回数の増加を図ります。 
○避難所運営マニュアルをもとに、訓練等の活動を実施し、避難所運営委員会の

活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域は設立の準備を進め、

各避難所が円滑に機能する体制を整えます。 
■関連する主な施策 

 
 

 
 
 

⑪駅周辺の交通基盤の充実 

○駅前広場は、交通結節機能や広場機能として極めて重要であり、災害時におい

ては、交通拠点、避難拠点になり得ることから、早期整備を進めます。 
○自由通路（※）を整備することにより、災害時における駅利用者の避難路を確

保します。 
■関連する主な施策 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

・自主防災組織への資器材交付 
・救命講習の推進 
・避難所運営体制の整備・充実 

・駅前広場の整備 
・自由通路の整備 

・消防団員の加入促進 
・消防団装備品の整備 
・消防団車両の更新 
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１－２ 不特定多数が集まる施設の倒壊･火災 

(１)現状と課題 

○災害発生時の応急活動の拠点となる公共施設や避難所となる学校体育館等は、

耐震化を完了していますが、機能維持、建物の長寿命化を図るため、計画的に

改修を行う必要があります。 
○防火対象物や危険物施設の安全性を維持するため、定期的な立入検査を実施す

る必要があります。 
 

(２)推進方針 

①公共施設の耐震化等【再掲】（１－１⑤） 

○市有建築物については、耐震化を完了していますが、機能維持、建物の長寿命

化を図るため、計画的に改修を行います。 
■関連する主な施策 

 

 

 

 

 

   

②住宅・民間建築物の耐震化等の推進 

○千葉県と連携して、耐震改修技術の普及・建築技術者の養成、耐震相談窓口の

開設・所有者向けの啓発事業等、耐震改修促進のための施策を推進します。【再

掲】（１－１①） 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

③被災宅地危険度判定（※）・被災建築物応急危険度判定体制（※）の充実 

○国や千葉県の実施する被災宅地危険度判定士や被災建築物応急危険度判定士に

関する養成講習会及び実務研修への職員の参加により、専門性の高い職員の養

成を図ります。 
 

④福祉施設の耐震化 

○各種補助制度を活用して福祉施設の耐震化を促進し、安全性の確保を図ります。 

・市有建築物等の長寿命化 
・耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
・公共施設等の管理 

・住宅・建築物安全ストック形成事業 
・住宅耐震改修の促進 



３７ 

■関連する主な施策 
 

 
 

⑤防火対象物等への立入検査体制の充実 

○防火対象物や危険物施設等の安全性を維持するため、定期的な立入検査を実施

します。 
 
 

１－３ 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

(１)現状と課題 

○複数の水源地を有し、河川上流部にあたる小河川が多い本市では、台風や短時

間の豪雨等により、河川の氾濫等による浸水被害が危惧されます。 
○河川氾濫による浸水の可能性の高い区域についての情報提供や周知、豪雨時の

確実な避難行動につながる情報提供や避難方法について、更なる周知を図りま

す。 
○宅地開発に際して雨水流出抑制施設の設置を指導するとともに、予防的な水害

対策を千葉県とも連携して進めていく必要があります。 
 

(２)推進方針 

①浸水対策の推進 

○水害による被害を最小限にするため、河川、水路、地域排水施設及び雨水貯留

池等の整備を進めます。 
○千葉県に対し、下流の一級河川（調節池含む）の整備・改良の要望を行います。 
○洪水ハザードマップの更新を行うとともに、防災啓発に取り組み、災害時に必

要な情報について事前に周知を図る等、これらを活用したソフト対策を進めま

す。 

■関連する主な施策 

 

 

 

 

 

 

 

・準用河川、河川・水路、地域排水施設、雨水貯留池の整備、雨水浸透桝の普及 
・準用河川二和川の整備（総合流域防災事業の推進） 
・一級河川の整備（調節池含む。千葉県事業） 
・洪水ハザードマップの更新 

・福祉施設の整備 
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②集中豪雨等に対応した排水施設の整備・保全 

○農地周辺における災害を未然に防止し、国土保全・多面的機能を確保するため、

集中豪雨等による農地の湛水被害の解消対策を行うとともに、自然的・社会的

状況の変化等によって機能が低下した排水施設等の整備・保全を推進します。 
 
③応急時の住宅の提供の推進 

○円滑に応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供ができるよう、応急仮設住

宅建設適地の検討等を推進します。 
○空き住戸を被災者の住居として提供ができるよう、市営住宅の長寿命化を推進

します。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 

１－４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度

にわたり市内の脆弱性が高まる事態 

(１)現状と課題 

○土砂災害の発生可能性が高い区域を周知するほか、早期の避難についての情報

提供のあり方等について住民の理解を高める等、平常時の取組みが求められて

います。 
○富士山をはじめとする火山噴火による影響を踏まえた対応策の検討を進めてい

くことが求められています。 
 

(２)推進方針 

①激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策 

○千葉県と連携しながら土砂災害防止法に基づく基礎調査を推進し、基礎調査結

果の公表により、土砂災害のおそれのある区域の周知を進めるとともに、土砂

災害警戒区域等の指定により、警戒避難体制を充実します。 
○大規模盛土造成地（※）の滑動崩落に対する安全性の調査を進め、必要に応じ

て早期に対策を講じます。 
■関連する主な施策 

 
 
 

・土砂災害警戒区域等の指定と周知 
・大規模盛土造成地の調査 

・応急仮設住宅建設適地の検討 
・市営住宅の長寿命化事業 
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②土砂災害に関する情報発信・意識啓発の実施 

○土砂災害防止法に基づく区域指定状況や土砂災害に関する情報を市ホームペー

ジ、広報紙等を活用して情報発信を行い、土砂災害に関する知識の普及と防災

意識の向上を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 

 
③富士山等噴火による降灰対策 

○富士山等噴火による降灰被害は広域に及ぶため、国の検討状況を踏まえ、必要

に応じて千葉県とも連携しながら火山灰による被害を軽減する対策の検討を進

めます。 
 

④応急時の住宅の提供の推進【再掲】（１－３③） 

○円滑に応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供ができるよう、応急仮設住

宅建設適地の検討等を推進します。 
○空き住戸を被災者の住居として提供ができるよう、市営住宅の長寿命化を推進

します。 
■関連する主な施策 

 
 

 
 
 

１－５ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

(１)現状と課題 

○災害時の速やかな避難行動につなげるための情報提供や日頃の避難訓練等を充

実していくことが求められています。 
○避難行動要支援者への対応を地域とともに確認していくことが必要です。 
○地域ごとの災害危険性の確認を通じて、早期避難の大切さについて住民の意識

を醸成していくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①行政による情報処理・発信体制の整備 

○市内の通信連絡が迅速かつ的確に実施できるよう、防災行政無線をはじめ、イ

・土砂災害警戒区域等の住民への周知 
 

・応急仮設住宅建設適地の検討 
・市営住宅の長寿命化事業 
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ンターネットを活用したかまがや安心ｅメールや市ホームページ、ＳＮＳ（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス（※））等のほか、広報車等の多様な情

報伝達手段の整備・拡充を図ることにより冗長性の確保に努めるとともに、住

民が容易に必要な災害情報を入手できる環境の充実を図ります。 
○情報収集・提供手段の整備により、得られた情報の効果的な利活用をより一層

充実させるため、研修・訓練等の実施により市職員の危機対応能力の向上を図

ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

 
②避難行動要支援者避難支援制度の推進 

○避難行動要支援者対策を効果的に進めるため、名簿の整備や地域との共有等の

取組みを推進し、避難支援体制の充実を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 

 
③自主防災組織の強化等による地域防災力の向上【再掲】（１－１➉） 

○地域の特性に応じた防災訓練の実施や自主防災組織への資器材の交付等により、

自主防災組織の充実・強化を進めて地域防災力の向上を図ります。 
○市民（バイスタンダー）による応急手当の普及のために、救命講習の開催回数

の増加を図ります。 
○避難所運営マニュアルをもとに、訓練等の活動を実施し、避難所運営委員会の

活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域は設立の準備を進め、

各避難所が円滑に機能する体制を整えます。 
■関連する主な施策 
 
 
 
 

  

・非常通信体制の整備・充実 
・多様な機器・システムによる情報収集・伝達手段の整備 
・職員に対する通信設備の使用方法の習熟等 
 

・避難行動要支援者名簿の整備 
・地域防災力の強化（洪水ハザードマップの周知、避難訓練） 
 

・自主防災組織への資器材交付 
・救命講習の推進 
・避難所運営体制の整備・充実 
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２－１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

(１)現状と課題 

○災害時の交通遮断により流通が滞った際の食料等の確保が必要であるため、各

世帯における備蓄の充実を促すとともに、市としての備蓄の充実も進めていく

ことが求められています。 
○陸上の交通が寸断された場合にも、ヘリコプターの利用等による空路等の代替

的な交通手段の多重化を確実にしていくことも必要です。 
○陸上の交通遮断を回避するために、緊急輸送道路上での沿道建築物、電柱の倒

壊等に備える対策等が必要です。 
 

(２)推進方針 

①応急給水体制の構築 

○被災者に対する応急給水を確保するため、応急給水施設及び応急給水器材等の

整備を図ります。 
○震災後、本格的な応急給水が行えるまでの対策として、災害時協力井戸の確保

を図るとともに、指定避難所に設置した井戸付耐震性貯水槽の適切な維持管理

に努めます。 
■関連する主な施策 

 
 
 

 
②被災地における物資の確保 

○災害時における物資の受入れ、一時保管及び市内各地域への配布を効率的に行

うため、物資拠点を指定し、受入れ環境の整備を図ります。 
○食料や資機材の備蓄を進め、更新計画に基づき備蓄品の管理に努めるとともに、

協定締結事業所等との連携の強化や新たな協定の締結により、食料や生活物資

等の確保に努めます。 
○他自治体との災害時相互応援協定に基づき、継続的な物資等の補給体制を確保

します。 

  

・県・民間企業・市民と協力した応急給水体制の整備 
・井戸付耐震性貯水槽の維持管理 

目標２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に

行われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 
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■関連する主な施策 
 
 
 

 
         
 
③道路施設の防災力の強化 

○道路施設の老朽化対策について、計画的な施設の補修・更新を行うとともに、

適切な維持管理を実施します。 
○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

④自家発電設備の整備 

○災害時等に備えて主要な公共施設等での自家発電設備や燃料確保体制等の整備

を推進します。 
 

⑤備蓄の推進 

○災害時に電気・ガス・水道等のライフラインや食料等の流通が途絶えることを

想定し、各家庭及び事業所で最低３日分（できれば７日分）の食料、生活物資

等を備蓄するよう、広報紙、訓練等を通じて啓発します。 
 
 

２－２ 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足 

(１)現状と課題 

○広域的な応援の受入れ態勢を整備するとともに、その活動拠点等を確保してい

くことが必要です。 
○地域での救助活動の展開等を充実していくことが必要です。 

 

(２)推進方針 

①常備消防・救急体制の強化【再掲】（１－１⑧） 

○消防用自動車更新計画に基づき、消防車両の計画的な更新や機材の充実、消防

・物資拠点の整備 
・備蓄の推進 
・民間団体との生活関連物資等の確保に向けた協定の締結 
・他自治体との災害時相互応援協定の締結 

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・緊急輸送道路をつなぐ主要な市道等の整備・改良 
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職員の知識と技術の向上を図り、消火や救急活動に速やかに対応できる体制を

整備します。 
○救急や警防活動の各種計画、年間計画に基づく活動訓練等を行います。 
○公共施設のＡＥＤ（自動体外式除細動器）を市民の目につきやすい屋外に設置

し、市民の救命率の向上を図ります。 
■関連する主な施策 

 

 

 
 
 

②消防団の強化【再掲】（１－１⑨） 

○被災後の活動等に従事する人員を確保するため、消防団充実強化計画に基づき

消防団員の加入を促進し、装備品等を整備するとともに、消防用自動車更新計

画に基づき消防団車両を更新し、地域防災力の向上を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 

③自主防災組織の強化等による地域防災力の向上【再掲】（１－１➉） 

○地域の特性に応じた防災訓練の実施や自主防災組織への資器材の交付等により、

自主防災組織の充実・強化を進めて地域防災力の向上を図ります。 
○市民（バイスタンダー）による応急手当の普及のために、救命講習の開催回数

の増加を図ります。 
○避難所運営マニュアルをもとに、訓練等の活動を実施し、避難所運営委員会の

活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域は設立の準備を進め、

各避難所が円滑に機能する体制を整えます。 
■関連する主な施策 

 

 

 

 
 
④災害時協力体制の整備 

○障害物の除却や道路等の応急措置が必要な場合に備え、市内の建設業者等との

・消防団員の加入促進 
・消防団装備品の整備 
・消防団車両の更新 

・自主防災組織への資器材交付 
・救命講習の推進 
・避難所運営体制の整備・充実 

・消防車両の更新 

・消火栓の改修 

・活動訓練等の実施 

・ＡＥＤの屋外設置 
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協定を締結する等、官民での連携体制の構築を図ります。 
○市外からの人的支援を円滑に受け入れ、迅速に被災地を支援できるよう、受援

計画の策定を検討し、訓練・研修等を実施するほか、平常時からの他の自治体

等との連携強化を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
⑤消防庁舎の維持管理 

○鎌ケ谷市公共施設等総合管理計画に基づき、消防本部、各消防署及び消防団詰

所の改修等を計画的に行います。 
■関連する主な施策 

 
 
 
⑥消防・救急活動体制の確保 

○鎌ケ谷市消防本部活動隊用食糧整備計画に基づき、保存食等の備蓄を充実し、

活動体制の確保を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

２－３ 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

(１)現状と課題 

○医療施設や災害活動拠点において災害時の非常用電源設備の確保や燃料の備蓄

により、一定期間の災害対応活動が可能な環境を整えておくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①災害時の石油類燃料の確保 

○千葉県と連携しながら、災害時における緊急通行車両や災害拠点施設等へ優先

的に燃料の供給を行うため、千葉県石油商業協同組合との協定等に基づく協力

体制の充実を図ります。 
 

 

・災害協定の締結 
・受援計画の策定 

・活動隊用食糧の備蓄 
 

・消防施設等の改修等 
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②医療施設における非常用電源の確保 

○医療施設における非常用発電機の整備及び燃料搬送手段の確保について、千葉

県と協力するとともに、燃料関係事業者との燃料優先供給に係る協定に基づく

協力体制の充実を図ります。 
 
 

２－４ 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

(１)現状と課題 

○災害時に一時滞在者が帰宅困難者等となった場合の滞在場所や食料等の確保が

必要です。 
 

(２)推進方針 

①帰宅困難者対策の充実 

○駅周辺で発生する帰宅困難者等の混乱を避けるため、千葉県、警察、鉄道及び

バス事業者、駅周辺企業等との連携による駅周辺帰宅困難者等対策協議会の設

立及び運営を推進し、一時滞在施設等への円滑な受入れ・誘導体制の構築を図

ります。 
○帰宅困難者等の一時受入れが可能となる一時滞在施設（※）を指定し、周知を

図るとともに、一時滞在や食料等の提供が可能となるよう備蓄品の整備等を図

ります。 
○帰宅困難者等が多数発生した場合に備え、民間施設管理者に対し、一時滞在施

設として利用できるよう協定の締結を検討します。 
○千葉県内で店舗を経営する事業者との協定締結を進め、災害時帰宅支援ステー

ション（※）を確保し、市ホームページや広報紙等を活用して周知を図ります。 
○市内事業者に対し、従業員等の一斉帰宅の抑制について協力を得るため、連携

体制の構築を図ります。 
○関係機関と連携して要配慮者等の徒歩帰宅が困難な人への臨時バスやタクシー

等の搬送手段の確保について検討します。 
○放課後児童クラブ及び保育所に子どもを預けている保護者に対し、電話やスク

ールメール等の情報提供体制の整備を図ります。 
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■関連する主な施策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医

療機能の麻痺 

(１)現状と課題 

○広域的な医療従事者の派遣受入れの対応や病院での医療活動が持続できる環境

を整備していくことが必要です。 
○病院への負傷者の搬送を円滑にするため、道路環境を整備していくことが必要

です。 
 

(２)推進方針 

①災害時医療体制の強化 

○負傷者の同時多発的な発生に対して、迅速かつ適切な救命医療が行われるよう、

広域的な医療活動の拠点となる災害拠点病院とその他の医療機関間における連

携等を強化します。 
○災害時の応急医療について、鎌ケ谷市医師会、船橋歯科医師会、船橋薬剤師会、

千葉県柔道整復師会船橋・鎌ケ谷支部等と連携を強化し、応急医療体制の構築

を図ります。 
 

②道路施設の防災力の強化 

○インフラ被災時に災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が到達できなくなる事態を

避けるため、緊急輸送道路の無電柱化、橋梁の老朽化対策を実施し、支援ルー

トの確保を図ります。 
○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。【再掲】（２－１③） 
○救援物資の輸送や応急活動要員の円滑な移動を確保するため、千葉県の指定し

・一時滞在施設の指定 
・受入者への食料等の提供に向けた備蓄 
・民間施設管理者との利用協定の締結検討 
・災害時帰宅支援ステーションの確保 
・市内事業者との連携体制の構築 
・要配慮者への搬送手段の確保 
・放課後児童クラブ及び保育所に子どもを預けている保護者に対する情報提供

体制の整備 
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た緊急輸送道路と搬送先病院や自衛隊駐屯地、物資拠点等を結ぶ道路ネットワ

ークの整備を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

③人的支援の受入れ体制の整備 

○市外からの人的支援を円滑に受け入れ、迅速に被災地を支援できるよう、災害

派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の受入れ体制の整備や受援計画の策定を検討し、

訓練・研修等を実施するほか、平常時からの他の自治体等との連携を強化しま

す。 
■関連する主な施策 
 
 
 
 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

(１)現状と課題 

○災害により浸水した地域や長期にわたる避難所生活による感染症等の発生や健

康悪化を防止するための体制の整備、必要な備品の充実等が必要です。 
○災害発生後の消毒活動等を速やかに実施できるような体制の整備が必要です。 
 

(２)推進方針 

①予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 

○平常時から、感染症の発生や蔓延を防止するための予防接種を促進します。 
○消毒や衛生害虫に係る相談等の生活衛生環境を確保するための体制を構築しま

す。 
■関連する主な施策 

 

 
②下水道施設の適切な維持・管理・運用 

○下水道施設において、災害時に汚水排水機能が確保できるように施設の耐震化

等を図ります。 

・防疫体制の整備 
 

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・緊急輸送道路をつなぐ主要な市道等の整備・改良 

・受援計画の策定 
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〇下水道施設の長期機能停止を防止するため、下水道業務継続計画（下水道ＢＣ

Ｐ（※））の策定及び定期的な見直しを実施するとともに、千葉県及び関連市と

連携を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
③避難所における衛生管理 

○災害時の避難所における衛生管理向上を図るため、鎌ケ谷市下水道総合地震対

策計画に基づき、マンホールトイレを整備します。 
○避難所等平常時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、避難所に

おける飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・指導、トイレやごみ保管場

所の適正管理等を推進します。 
○新型コロナウイルス感染症等に備えた避難所の受入れ態勢や必要な備品購入の

検討を進めます。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 
④感染防止資器材の備蓄 

○新型コロナウイルス感染症等の流行時における救急活動等に必要な感染防止資

器材を計画的に備蓄します。 
■関連する主な施策 

 
 
 
  

・防疫体制の整備 
・新型コロナウイルス感染症等に備えた避難所の運営 
・マンホールトイレの整備（鎌ケ谷市下水道総合地震対策計画の推進） 

・下水道業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定・運用 
・下水道施設の耐震化 

・感染防止資器材備蓄計画に基づく整備 
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３－１ 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化及び信号 

機の全面停止等による重大交通事故の多発 

(１)現状と課題 

○関係機関と連携して、市内における治安や安全な交通環境を確保できるような

体制の整備が求められています。 
 

(２)推進方針 

①警察等による交通規制等 

○被災後、治安の悪化や停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交

通事故を回避するための対策として、千葉県と連携して自衛隊、警察によるパ

トロール等を実施するとともに、事件・事故を回避するための対策を進めます。 
 

 

３－２ 市の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

(１)現状と課題 

○災害発生時の対応拠点となる市役所の機能を充実していくことが必要です。 
○職員の確保や応援職員の受入れ態勢の確立等により、災害時の対応人員の確保

策を明確にしていくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①業務継続計画の適切な運用 

○災害時においても市の業務を遂行するため、業務継続計画（ＢＣＰ）について

定期的に確認するとともに、必要に応じて見直しを行います。 
■関連する主な施策 

 
 

 

②広域的な相互応援体制の確立 

○市域が大規模災害に見舞われた場合、近隣市町村も同時に大きな被害を受ける

可能性があるため、広域的な市町村間での相互応援体制の確立を行うとともに、

・業務継続計画の確認・見直し 
 

目標３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 
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多様な団体との災害時の応援協定の締結を推進します。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
③自主防災組織の強化等による地域防災力の向上【再掲】（１－１➉） 

○地域の特性に応じた防災訓練の実施や自主防災組織への資器材の交付等により、

自主防災組織の充実・強化を進めて地域防災力の向上を図ります。 
○市民（バイスタンダー）による応急手当の普及のために、救命講習の開催回数

の増加を図ります。 
○避難所運営マニュアルをもとに、訓練等の活動を実施し、避難所運営委員会の

活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域は設立の準備を進め、

各避難所が円滑に機能する体制を整えます。 
■関連する主な施策 

 

 

 
 
 
④総合防災訓練等の実施 

○自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連携し、地震等の災害に即した実践的な

実動訓練及び災害対策本部設置（図上訓練）等、応急対処能力の向上等を図る

ための総合防災訓練等を実施します。 
 

⑤公共施設の耐震化等【再掲】（１－１⑤） 

○市有建築物については、耐震化を完了していますが、機能維持、建物の長寿命

化を図るため、計画的に改修を行います。 
■関連する主な施策 

 

 

 

 

 

 
⑥消防庁舎の維持管理【再掲】（２－２⑤） 

○鎌ケ谷市公共施設等総合管理計画に基づき、消防本部、各消防署及び消防団詰

所の改修等を計画的に行います。 

・災害時の応援協定の締結の推進 
・受援計画の策定 

・自主防災組織への資器材交付 
・救命講習の推進 
・避難所運営体制の整備・充実 

・市有建築物等の長寿命化 
・耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
・公共施設等の管理 
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■関連する主な施策 
 
 
 
⑦消防・救急活動体制の確保【再掲】（２－２⑥） 

○鎌ケ谷市消防本部活動隊用食糧整備計画に基づき、保存食等の備蓄を充実し、

活動体制の確保を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 

 

⑧避難所等の電源確保 

○防災拠点や災害時に機能を保持すべき施設への自立・分散型エネルギー（※）

の整備について検討を進めます。 
○電力供給遮断等の非常時に、避難所や公共施設等において、移動用発電機の整

備等、避難住民の生活等に必要不可欠な電力の確保を図ります。 
 
 
 
 
  

・活動隊用食糧の備蓄 
 

・消防施設等の改修等 
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４－１ 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

(１)現状と課題 

○災害対応の基盤となる電力供給停止に備えて、自立的な発電設備や燃料備蓄の

充実等が必要です。 
 

(２)推進方針 

①防災情報の収集機能の強化と多様化 

○民間通信事業者の回線が停止した場合でも千葉県や他の防災関係機関との通信

ができるよう、防災行政無線や情報システム等を維持・管理し、適切な運用を

図ります。 
○防災関係機関の拠点となる施設において、情報通信手段の多様化や非常用電源

の確保等を進めます。 
 

②災害時の非常用電源の確保 

○非常用発電機の整備や燃料備蓄の充実、燃料関係事業者との燃料優先供給に係

る協定の締結等により、災害時の非常用電源の確保を図ります。 
 

 

４－２ テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できな

い事態 

(１)現状と課題 

○電力供給停止により情報伝達が円滑に行えない場合に備え、防災行政無線や広

報車による情報伝達等多様な手段を整備していくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①行政による情報処理・発信体制の整備【再掲】（１－５①） 

○市内の通信連絡が迅速かつ的確に実施できるよう、防災行政無線をはじめ、イ

ンターネットを活用したかまがや安心ｅメールや市ホームページ、ＳＮＳ等の

ほか、広報車等の多様な情報伝達手段の整備・拡充を図ることにより冗長性の

確保に努めるとともに、住民が容易に必要な災害情報を入手できる環境の充実

目標４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保

する 
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を図ります。 
○情報収集・提供手段の整備により、得られた情報の効果的な利活用をより一層

充実させるため、研修・訓練等の実施により市職員の危機対応能力の向上を図

ります。 
■関連する主な施策 

 

 
 
 
 

４－３ 防災行政無線等情報伝達の中断等により災害情報が伝達できない事

態 

(１)現状と課題 

○防災行政無線、インターネットを活用したかまがや安心ｅメールや市ホームペ

ージ、ＳＮＳ等の使用が不可能となる場合に備えて、広報車等の情報伝達に係

る代替手段の整備が必要です。 
 

(２)推進方針 

①行政による情報処理・発信体制の整備 

○市内の通信連絡が迅速かつ的確に実施できるよう、インターネットを活用した

かまがや安心ｅメールや市ホームページ、ＳＮＳ等のほか、広報車等の多様な

情報伝達手段の整備・拡充を図ることにより冗長性の確保に努めるとともに、

住民が容易に必要な災害情報を入手できる環境の充実を図ります。 
○情報収集・提供手段の整備により、得られた情報の効果的な利活用をより一層

充実させるため、研修・訓練等の実施により市職員の危機対応能力の向上を図

ります。【再掲】（１－５①） 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 

  

・非常通信体制の整備・充実 
・多様な機器・システムによる情報収集・伝達手段の整備 
・職員に対する通信設備の使用方法の習熟等 
 

・非常通信体制の整備・充実 
・多様な機器・システムによる情報収集・伝達手段の整備 
・職員に対する通信設備の使用方法の習熟等 
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４－４ 郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達できない事態 

(１)現状と課題 

○郵便事業の長期停止に伴う事態に備えておくことが必要です。 

 

(２)推進方針 

①郵便事業者における事業継続計画(ＢＣＰ)の策定・見直し支援 

○郵便事業者において災害時に郵便業務を継続するために必要な事業継続計画

（ＢＣＰ）の策定・見直しを支援します。 
 

 ②災害時協力体制の整備 

○日本郵便株式会社との協定等に基づく協力体制の整備を図ります。 
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５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

(１)現状と課題 

○災害発生時における民間企業や事業者の事業継続のあり方について、事前に準

備していくことが求められています。 
 

(２)推進方針 

①民間企業における事業継続計画(ＢＣＰ)の策定促進支援 

○民間企業において災害時に重要業務を継続するために必要な事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定を支援します。 
■関連する主な施策 

 
 

 

②各種制度の活用による支援 

○災害発生時に事業環境への影響を受けた事業者に対して、各種制度の活用によ

る金融支援や情報提供を行います。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

③道路施設の防災力の強化 

○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。【再掲】（２－１③） 
○緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進し、無電柱化

の推進を要請します。 
○救援物資の輸送や応急活動要員の円滑な移動を確保するため、千葉県の指定し

た緊急輸送道路と搬送先病院や自衛隊駐屯地、物資拠点等を結ぶ道路ネットワ

ークの整備を図ります。【再掲】（２－５②） 

  

・中小企業資金融資制度の活用 
・各種支援制度の活用 

・民間企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定支援 

目標５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェー

ンを含む）を機能不全に陥らせない 
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■関連する主な施策 
 
 
 
 
 
 
 
 

５－２ 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の 

停止 

(１)現状と課題 

○電力等供給停止の事態に備えておくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①民間企業における事業継続計画(ＢＣＰ)の策定促進支援 

○民間企業において災害時に重要業務を継続するために必要な事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定を支援します。【再掲】（５－１①） 
○災害時に民間企業が一定の事業活動を継続することができる体制づくりを千葉

県と連携しながら支援します。 
■関連する主な施策 

 
 

 
②燃料供給ルートの確保 

○燃料供給ルートを確実に確保するため、輸送基盤の地震、水害、土砂災害対策

等を千葉県や関係機関と連携しながら進めます。 
 

 

５－３ 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

(１)現状と課題 

○道路施設の損壊、電柱や沿道建物の倒壊を防ぐほか、交通手段の多重化や緊急

輸送道路上の道路閉塞の可能性の高い施設の安全化等を進めていくこと等が必

要です。 

・民間企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定支援  
 

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・緊急輸送道路をつなぐ主要な市道等の整備・改良 
・緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化の促進 
・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
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(２)推進方針 

①北千葉道路の整備の促進 

○災害時における緊急輸送道路の機能をより発揮させるため、北千葉道路の整備

を国、千葉県に要請します。 
■関連する主な施策 

 
 
 

②国道・県道の整備・改良の促進 

○国道・県道の整備・改良を千葉県に要請し、連携して事業を促進します。 
■関連する主な施策 

 

 

③都市計画道路等の整備 

○都市計画道路整備プログラムや道路ネットワークを踏まえ、都市計画道路や新

京成線連続立体交差事業に伴う側道等の整備を進めます。 
■関連する主な施策 

 
 

 

④道路施設の防災力の強化 

○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。【再掲】（２－１③） 
○緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進し、無電柱化

の推進を要請します。【再掲】（５－１③） 
○救援物資の輸送や応急活動要員の円滑な移動を確保するため、千葉県の指定し

た緊急輸送道路と搬送先病院や自衛隊駐屯地、物資拠点等を結ぶ道路ネットワ

ークの整備を図ります。【再掲】（２－５②） 
○地盤の液状化による道路、橋梁等の被害を最小限にするため、必要に応じて地

盤改良等による液状化防止対策、基礎杭等の打設対策等の実施に努めるととも

に、道路維持補修により道路の破損箇所を交通に支障がないよう修繕し、適正

な維持管理を行っていき、橋梁における老朽化対策を実施します。また、歩道

等整備事業により各種安全施設の整備を行い、安全かつ円滑な避難のできる歩

道等を確保します。 

  

・北千葉道路の整備 

・国道・県道の整備・改良 

・都市計画道路等の整備  
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■関連する主な施策 
 

 
 
 
 
 
 
 

⑤駅周辺の交通基盤の充実【再掲】（１－１⑪） 

○駅前広場は、交通結節機能や広場機能として極めて重要であり、災害時におい

ては、交通拠点、避難拠点になり得ることから、早期整備を進めます。 
○自由通路を整備することにより、災害時における駅利用者の避難路を確保しま

す。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
⑥道路啓開体制等の検討 

○道路啓開について、国や千葉県等と連携し、優先順位や役割分担、ライフライ

ン供給ルートの確保等について予め検討を進め、体制の整備を図ります。 
 

 

５－４ 金融サービス等の機能停止により甚大な影響が発生する事態  

(１)現状と課題 

○金融機関の機能停止は、地域経済に与える影響が大きく、被災した市民・民間

事業者の生活再建に金融機関が重要な役割を担うことから、平常時からの災害

対策が必要です。 

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・土木構造物の耐震等の推進 
・鎌ケ谷市橋梁長寿命化修繕計画の推進（老朽化対策） 
・歩道等の整備 
・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 

・駅前広場の整備 
・自由通路の整備 
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(２)推進方針 

①金融機関の耐災害性の向上、事業継続計画（ＢＣＰ）策定等の促進支援 

○市内の金融機関に対し、施設の耐災害性の向上や事業継続計画(ＢＣＰ)策定等

を支援します。 

 

 

５－５ 食料等の安定供給の停滞  

(１)現状と課題 

○交通寸断に伴う物流停滞の対応として、備蓄の充実や道路交通寸断の防止、交

通手段の多重化等が必要です。 
 

(２)推進方針 

①被災地における物資の確保【再掲】（２－１②） 

○災害時における物資の受入れ、一時保管及び市内各地域への配布を効率的に行

うため、物資拠点を指定し、受入れ環境の整備を図ります。 
○食料や資機材の備蓄を進め、更新計画に基づき備蓄品の管理に努めるとともに、

協定締結事業所等との連携の強化や新たな協定の締結により、食料や生活物資

等の確保に努めます。 
○他自治体との災害時相互応援協定に基づき、継続的な物資等の補給体制を確保

します。 
■関連する主な施策 

 
 
 

 
 

 

②道路施設の防災力の強化 

○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。【再掲】（２－１③） 
○緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進し、無電柱化

等の推進を要請します。【再掲】（５－１③） 

○救援物資の輸送や応急活動要員の円滑な移動を確保するため、千葉県の指定し

た緊急輸送道路と搬送先病院や自衛隊駐屯地、物資拠点等を結ぶ道路ネットワ

・物資拠点の整備 
・備蓄の推進 
・民間団体との生活関連物資等の確保に向けた協定の締結 
・他自治体との災害時相互応援協定の締結 
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ークの整備を図ります。【再掲】（２－５②） 
○地盤の液状化による道路、橋梁等の被害を最小限にするため、必要に応じて地

盤改良等による液状化防止対策、基礎杭等の打設対策等の実施に努めるととも

に、道路維持補修により道路の破損箇所を交通に支障がないよう修繕し、適正

な維持管理を行っていき、橋梁における老朽化対策を実施します。また、歩道

等整備事業により各種安全施設の整備を行い、安全かつ円滑な避難のできる歩

道等を確保します。【再掲】（５－３④） 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・土木構造物の耐震等の推進 
・鎌ケ谷市橋梁長寿命化修繕計画の推進（老朽化対策） 
・歩道等の整備 
・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
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６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプラ

イチェーンの機能の停止  

(１)現状と課題 

○エネルギーの供給停止の事態への備えとして、供給事業者との連携体制の強化

や電力等の途絶につながる倒木等への対応が必要です。 
 

(２)推進方針 

①災害時における業務継続体制の構築 

○災害時における電力等の供給確保のため、供給事業者が実施する施設の耐震化・

液状化対策及び代替性の確保に協力して、これらの推進に努めます。 
■関連する主な施策 

 
 
 
②ライフライン事業者等との連携強化 

○大規模災害発生後の電力や石油等の早期供給体制を構築するため、千葉県と連

携して円滑な供給と保安の確保を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 
 
③道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３⑥） 

○道路啓開について、国や千葉県等と連携し、優先順位や役割分担、ライフライ

ン供給ルートの確保等について予め検討を進め、体制の整備を図ります。 
 
 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止  

(１)現状と課題 

○水道施設が停止した際の予備的対応としての応急給水体制の構築、貯水施設の

・電力等施設の耐震性の確保、液状化対策の推進、代替性の確保への協力の要請 

 

・他地域からの供給、受援体制の整備 
 

目標６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低

限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保

するとともに、これらの早期復旧を図る 
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充実等が必要です。 
 

(２)推進方針 

①応急給水体制の構築【再掲】（２－１①） 

○被災者に対する応急給水を確保するため、応急給水施設及び応急給水器材等の

整備を図ります。 
○震災後、本格的な応急給水が行えるまでの対策として、災害時協力井戸の確保

を図るとともに、指定避難所に設置した井戸付耐震性貯水槽の適切な維持管理

に努めます。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

(１)現状と課題 

○発災後、公共下水道や生活排水施設が使用できなくなることが想定されるため、

仮設トイレの設置等の体制の構築を進めていくことが必要です。 
○今後、耐用年数を迎える下水道施設が多くなるため、計画的な修繕等が必要で

す。 
 

(２)推進方針 

①下水道施設の整備・充実、耐震化 

○下水道施設において、災害時に汚水排水機能が確保できるように施設の耐震化

等を図ります。【再掲】（２－６②） 
○下水道施設の長期機能停止を防止するため、下水道業務継続計画（下水道ＢＣ

Ｐ）の策定及び定期的な見直しを実施するとともに、千葉県及び関連市と連携

を図ります。【再掲】（２－６②） 
○下水道事業ストックマネジメント計画（※）に基づき、計画的に管渠の点検、

調査を行うとともに、その調査結果を踏まえた修繕等を行います。 
○災害時の避難所における衛生管理向上を図るため、鎌ケ谷市下水道総合地震対

策計画に基づき、マンホールトイレを整備します。【再掲】（２－６③） 

  

・県・民間企業・市民と協力した応急給水体制の整備 
・井戸付耐震性貯水槽の維持管理 
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■関連する主な施策 
 
 
 
 

 

 

６－４ 地域交通ネットワークが分断する事態 

(１)現状と課題 

○道路施設の損壊、電柱や沿道建物の倒壊、土砂崩れ等による道路閉塞による道

路網の寸断に備えて、交通手段の多重化や緊急輸送道路上の道路閉塞の可能性

の高い施設の安全化等を進めていくこと等が必要です。 
 

(２)推進方針 

①北千葉道路の整備の促進【再掲】（５－３①） 

○災害時における緊急輸送道路の機能をより発揮させるため、北千葉道路の整備

を国、千葉県に要請します。 
■関連する主な施策 

 
 

 

②国道・県道の整備・改良の促進【再掲】（５－３②） 

○国道・県道の整備・改良を千葉県に要請し、連携して事業を促進します。 
■関連する主な施策 

 
 

 

③都市計画道路等の整備【再掲】（５－３③） 

○都市計画道路整備プログラムや道路ネットワークを踏まえ、都市計画道路や新

京成線連続立体交差事業に伴う側道等の整備を進めます。 
■関連する主な施策 

 
 

  

・下水道施設の耐震化 

・下水道業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定・運用 

・マンホールトイレの整備(鎌ケ谷市下水道総合地震対策計画の推進)  

・北千葉道路の整備 

・国道・県道の整備・改良 

・都市計画道路等の整備 
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④道路施設の防災力の強化 

○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。【再掲】（２－１③） 
○緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進し、無電柱化

の推進を要請します。【再掲】（５－１③） 
○救援物資の輸送や応急活動要員の円滑な移動を確保するため、千葉県の指定し

た緊急輸送道路と搬送先病院や自衛隊駐屯地、物資拠点等を結ぶ道路ネットワ

ークの整備を図ります。【再掲】（２－５②） 
○地盤の液状化による道路、橋梁等の被害を最小限にするため、必要に応じて地

盤改良等による液状化防止対策、基礎杭等の打設対策等の実施に努めるととも

に、道路維持補修により道路の破損箇所を交通に支障がないよう修繕し、適正

な維持管理を行っていき、橋梁における老朽化対策を実施します。また、歩道

等整備事業により各種安全施設の整備を行い、安全かつ円滑な避難のできる歩

道等を確保します。【再掲】（５－３④） 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 
 
 

 

⑤駅周辺の交通基盤の充実【再掲】（１－１⑪） 

○駅前広場は、交通結節機能や広場機能として極めて重要であり、災害時におい

ては、交通拠点、避難拠点になり得ることから、早期整備を進めます。 
○自由通路を整備することにより、災害時における駅利用者の避難路を確保しま

す。 

■関連する主な施策 
 
 
 

 

⑥輸送手段の確保体制の構築 

○災害時における臨時バスやタクシー等の代替輸送手段を確保するため、関係機

関や事業者との協力体制の確保を図ります。  

・駅前広場の整備 
・自由通路の整備 

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・土木構造物の耐震等の推進 
・鎌ケ谷市橋梁長寿命化修繕計画の推進（老朽化対策） 
・歩道等の整備 
・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
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⑦道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３⑥） 

○道路啓開について、国や千葉県等と連携し、優先順位や役割分担、ライフライ

ン供給ルートの確保等について予め検討を進め、体制の整備を図ります。 

 

 

６－５ 異常渇水等により飲料水等の供給の途絶 

(１)現状と課題 

○災害時の給水体制の構築や家庭、事業所での備蓄の推進等が必要です。 
 

(２)推進方針 

①応急給水体制の構築【再掲】（２－１①） 

○被災者に対する応急給水を確保するため、応急給水施設及び応急給水器材等の

整備を図ります。 
○震災後、本格的な応急給水が行えるまでの対策として、災害時協力井戸の確保

を図るとともに、指定避難所に設置した井戸付耐震性貯水槽の適切な維持管理

に努めます。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
②家庭・事業所内での災害対策等の推進 

○家庭・事業所内での食料・飲料水等の備蓄を推進します。 
 
 
 
 
  

・県・民間企業・市民と協力した応急給水体制の整備 
・井戸付耐震性貯水槽の維持管理 
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７－１ 市街地での大規模火災の発生 

(１)現状と課題 

○家屋・事業所の耐震化や防火対策、家庭・事業所内での火災予防策の推進のほ

か、避難路及び避難地周辺や緊急輸送道路として指定されている路線沿道地区

では、建物の防火対策の促進等が必要です。 
○早期の消火活動が可能な消防力の強化や地域の自主防災組織の充実も求められ

ています。 
 

(２)推進方針 

①延焼防止等に資する緑地の確保 

○良好な緑地の保全や都市公園の整備・充実により、防災空間の整備・拡充を図

ります。 
○林地、農地は雨水の保水効果やがけ崩れ等の防止効果を有するため、無秩序な

開発等を抑止し、保全を図ります。 
■関連する主な施策 

 
 

 

 

 

②市街地の不燃化の推進【再掲】（１－１②） 

○避難路及び避難地周辺地区や緊急輸送道路として指定されている路線沿道地区

においては、耐火建築物、準耐火建築物等の建築を促進するため、防火・準防

火地域の指定の検討に取り組みます。 
○防火・準防火地域以外の市街地における延焼の防止を図るため、建築基準法第

２２条及び第２３条により、木造建築物等の屋根の不燃措置及び外壁の延焼防

止措置の指導を図ります。 
○大規模地震等に伴い発生する火災等から住民の生命・財産を守るため、避難地

となる公園や緑地等のオープンスペースの確保を図ります。 
○主要な道路沿道での建築物の不燃化の促進を図ります。 

  

・都市公園の整備 
・緑地の保全 
・公園施設の長寿命化 

目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 
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■関連する主な施策 
 
 
 
 
 
 
 
 
③家庭・事業所内での災害対策等の推進【再掲】（１－１③） 

○大規模地震等による火災の発生防止、早期発見及び延焼防止のため、感震ブレ

ーカー、住宅用火災警報器、消火器等の設置を促進し、定期的な点検、機器更

新の普及・啓発を図ります。 
○家庭・事業所内での食料・飲料水等の備蓄や家具・什器の転倒防止等の防災知

識の普及・啓発等により、家庭・事業所内の地震対策を推進します。 
■関連する主な施策 
 

 
 

 
④常備消防・救急体制の強化【再掲】（１－１⑧） 

○消防用自動車更新計画に基づき、消防車両の計画的な更新や機材の充実、消防

職員の知識と技術の向上を図り、消火や救急活動に速やかに対応できる体制を

整備します。 
○救急や警防活動の各種計画、年間計画に基づく活動訓練等を行います。 
○公共施設のＡＥＤ（自動体外式除細動器）を市民の目につきやすい屋外に設置

し、市民の救命率の向上を図ります。 
■関連する主な施策 

 

 

 
 
 

⑤消防団の強化【再掲】（１－１⑨） 

○被災後の活動等に従事する人員を確保するため、消防団充実強化計画に基づき

消防団員の加入を促進し、装備品等を整備するとともに、消防用自動車更新計

画に基づき消防団車両を更新し、地域防災力の向上を図ります。 

・防火・準防火地域の指定 
・建築基準法第２２条及び第２３条区域の指定 
・都市防災不燃化促進の周知 
・都市公園の整備 
・緑地の保全 
・公園施設の長寿命化 

・消防車両の更新 
・消火栓の改修 
・活動訓練等の実施 
・ＡＥＤの屋外設置 

・住宅用火災警報器の設置促進 
・感震ブレーカーの設置普及 
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■関連する主な施策 
 
 

 
 

 

⑥自主防災組織の強化等による地域防災力の向上【再掲】（１－１➉） 

○地域の特性に応じた防災訓練の実施や自主防災組織への資器材の交付等により、

自主防災組織の充実・強化を進めて地域防災力の向上を図ります。 
○市民（バイスタンダー）による応急手当の普及のために、救命講習の開催回数

の増加を図ります。 
○避難所運営マニュアルをもとに、訓練等の活動を実施し、避難所運営委員会の

活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域は設立の準備を進め、

各避難所が円滑に機能する体制を整えます。 
■関連する主な施策 

 

 

 

 

 
⑦大規模火災時の連携強化 

○大規模火災時の消防用水の確保を目的として締結した応援協定の運用について、

実災害を想定した初動連絡体制等を整備します。 
 

⑧被災宅地危険度判定・被災建築物応急危険度判定体制の充実【再掲】（１－２③） 

○国や千葉県の実施する被災宅地危険度判定士や被災建築物応急危険度判定士に

関する養成講習会及び実務研修への職員の参加により、専門性の高い職員の養

成を図ります。 
 

⑨防火対象物等への立入検査体制の充実【再掲】（１－２⑤） 

○防火対象物や危険物施設等の安全性を維持するため、定期的な立入検査を実施

します。 
 

７－２ 沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺  

(１)現状と課題 

○緊急輸送道路となっている道路沿道を中心に、地震時にも建物が倒壊し、道路

・消防団員の加入促進 
・消防団装備品の整備 
・消防団車両の更新 

 

・自主防災組織への資器材交付 
・救命講習の推進 
・避難所運営体制の整備・充実 
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を閉塞させないような対策を進めていくことが必要です。 
○道路啓開の体制を整備していくことが必要です。 

 

(２)推進方針 

①沿道建築物の耐震化の促進 

○地震による建築物の倒壊等により緊急時の通行障害が生じないよう緊急輸送道

路等の沿道の既存建築物の実態を把握し、所有者等への啓発に努め、千葉県と

も連携しながら耐震化を促進します。 
○ブロック塀の倒壊防止のために、所有者による自主的な点検、補強が図れるよ

う、技術的な相談、指導に努めるとともに、小学校、幼稚園等の通学路に面す

るブロック塀等を対象に、点検パトロールを実施し、危険なものについて改善

指導を実施します。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 
②道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３⑥） 

○道路啓開について、国や千葉県等と連携し、優先順位や役割分担、ライフライ

ン供給ルートの確保等について予め検討を進め、体制の整備を図ります。 
 

 

７－３ 防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

(１)現状と課題 

○排水ポンプの機能不全による浸水の防止が必要です。 
 

(２)推進方針 

①公共下水道排水ポンプの代替性の確保 

○市内にあるポンプ場施設に予備用のマンホールポンプを設置し、中沢東ポンプ

場施設には非常用電源を設置する等、非常時の稼働が可能となる対策を充実し

ます。 
 

 

・既存建築物の耐震診断・改修の促進 
・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
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７－４ 有害物質の大規模拡散･流出 

(１)現状と課題 

○複数の水源地となる河川を有する本市では、河川等において有害物質が流出し

た際の対応の体制の整備等が必要です。 
○東日本大震災の際の原子力発電所事故に起因する放射性物質が拡散したような

事態への対応を整理していくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①災害廃棄物処理計画に基づく有害廃棄物処理体制の構築 

○自然災害発生時にアスベスト等の汚染物質の発生、飛散及び流失防止に向け

て、鎌ケ谷市災害廃棄物処理計画に基づいて専門業者による処理、処分を基本

として関係団体等と協力関係の構築を図ります。 
○放射能汚染された廃棄物については、国の指示に基づき処理を行います。今

後、放射線量が高い指定廃棄物が発生した場合は、国の許可なしに処理するこ

とができないため、処理可能になるまでの間、周辺住民等に影響が生じないよ

う対策を講じます。 
 

②広域的な対応に向けた体制の整備 

○有害物質の流出による河川の水質汚染の影響を最小限にするために、流域自治

体との連絡体制を含めて広域的な対応に向けた体制の整備を図ります。 
 

③放射線モニタリング体制の整備 

○千葉県と連携しながら、全庁的な体制で放射線量の測定を行い、放射性物質に

よる環境への影響について把握し、市ホームページ等で速やかに市民に周知し

ます。 
 

④市民への情報提供や知識の普及・啓発 

○平常時より市民に有害物質の情報提供や対処方法の周知を進めます。 
 

⑤消防における特殊災害等の対応の充実 

○危険物施設の安全性を維持するため、定期的な立入検査を行います。 
○迅速かつ的確な活動を確実なものとするため、特殊災害（ＣＢＲＮＥ災害

（※））訓練を計画的に行います。 
○特殊災害に係る外部研修に職員を派遣し、高度な知識と技術の習得を図りま

す。 
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７－５ 風評被害等による影響 

(１)現状と課題 

○自然災害発災後の適切な情報発信による地域イメージの悪化防止に向けた対策

が必要です。 
○農作物についての風評被害が発生した際の対応を整備していくことが必要です。 

 

(２)推進方針 

①インターネットを活用した情報発信 

○災害発生による風評被害の影響を最小化するため、適切な情報を発信する体制

を整備するとともに、インターネットを活用したかまがや安心ｅメールや市ホ

ームページ、ＳＮＳ等の多様な手段により積極的な情報発信に努めます。 
 

②関係機関との連携による対応体制の強化 

○消費者へ適切な情報発信を行うため、国・千葉県・農業者団体等との連携の強

化を図ります。 
○鎌ケ谷市商工会と緊密な連携を図り、商工会で把握した情報と市で把握した情

報を取りまとめ、市及び商工会が保有する情報伝達手段を用いて周知する等の

対応を行います。 
 

 

７－６ 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

(１)現状と課題 

○農地・樹林地・緑地の管理を適切にしていくことが必要であり、そのための所

有者の調査や平常時での管理の呼びかけ等が必要です。 
○地域の保水力を維持するためにも遊休農地や樹林地への対応も必要です。 
 

(２)推進方針 

①農地等の適切な保全管理 

○農地は、農産物の供給や観光農園等の機能のほか、良好な環境の保全や景観の

形成、緑の確保等、多様な機能を有しており、この機能を最大限発揮するとと

もに、都市農業の振興を図るため、農地の有効活用及び適切な保全策を推進し

ます。 
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②樹林地の適切な保全管理 

○水源のかん養や地球温暖化防止等、樹林地の有する多面的機能を発揮させるた

め、間伐等の維持管理を推進し、計画的で適切な樹林地の環境保全を進めま

す。 
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８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に

遅れる事態 

(１)現状と課題 

○災害発生からの速やかな復旧・復興のためにも災害廃棄物処理についての処理

体制や仮置場の確保等の体制を整えておくことが求められています。 
 

(２)推進方針 

①災害廃棄物処理体制の構築 

○国が策定した「災害廃棄物対策指針（平成３０年３月改訂）」を踏まえ、鎌ケ

谷市災害廃棄物処理計画を推進し、災害廃棄物の処理に関する人員体制や仮置

場の確保等、柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合と連携して迅速な運用に向けた仕

組みの構築を進めます。 
■関連する主な施策 

 
 
 
 

②道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３⑥） 

○道路啓開について、国や千葉県等と連携し、優先順位や役割分担、ライフライ

ン供給ルートの確保等について予め検討を進め、体制の整備を図ります。 
 
 

８－２ 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労

働者、地域に精通した技術者等）の不足により復旧･復興が大幅に遅

れる事態 

(１)現状と課題 

○復旧・復興業務を担う必要な人材を確保するため、災害復旧を担う建設業者と

の連携強化や外部からの派遣応援人員の受入れ体制の整備等を進めていくこと

が必要です。 
 
 
 

・災害廃棄物処理計画の推進 
・災害廃棄物処理体制の整備 

目標８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再

建・回復できる条件を整備する 
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(２)推進方針 

①防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

○災害発生後においては、市内の建設業者等と情報を共有し、連携して道路啓開

等への対応を図るとともに、平常時より応急業務協定等の締結による民間事業

者との連携強化を進めます。 
■関連する主な施策 

 
 

 
②人的支援の受入れ体制の整備 

○市外からの人的支援を円滑に受け入れ、迅速に被災地を支援できるよう、受援

計画の策定を検討し、訓練・研修等を実施するほか、平常時からの他の自治体

等との連携の強化を図ります。【再掲】（２－２④） 
■関連する主な施策 

 
 
 
③被災証明書交付体制の充実 

○大規模災害時に迅速・公平に被災者を支援し、速やかな復旧・復興を図るため、

被災証明書の交付に係る建物被害認定を行うための職員の養成を推進するとと

もに、他自治体や民間団体等との連携を促進し、認定体制の充実を図ります。 
 

 
８－３ 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れ

る事態 

(１)現状と課題 

○速やかな被災者の生活再建を支援しながら被災地の復旧・復興を進めていくた

めの体制を事前に確立していくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①生活再建支援の体制の充実 

○被災から生活再建までを一元的に管理し迅速な復旧・復興を図るため、被災者

台帳の作成を行う仕組みの構築を進めます。 

・建設業者等との災害時応急業務協定等の締結 
 

・受援計画の策定 
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○被災者再建支援制度の周知を図るとともに、鎌ケ谷市災害見舞金の支給や住宅

復旧融資金利子補給等の生活再建関連施策に関する情報提供や生活の復興に向

けた相談体制の充実を図ります。 

 

②応急時の住宅の提供の推進【再掲】（１－３③） 

○円滑に応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供ができるよう、応急仮設住

宅建設適地の検討等を推進します。 
○空き住戸を被災者の住居として提供ができるよう、市営住宅の長寿命化を推進

します。 
■関連する主な施策 

 

 

 

③自主防災組織の強化等による地域防災力の向上 

○地域の特性に応じた防災訓練の実施や自主防災組織への資器材の交付等により、

自主防災組織の充実・強化を進めて地域防災力の向上を図ります。【再掲】（１

－１➉） 

○避難所運営マニュアルをもとに、訓練等の活動を実施し、避難所運営委員会の

活動の充実を図るとともに、組織が設立されていない地域は設立の準備を進め、

各避難所が円滑に機能する体制を整えます。【再掲】（１－１➉） 
■関連する主な施策 

 

 

 

 

④住宅・民間建築物の耐震化等の推進【再掲】（１－１①） 

○地震による被害軽減を進めるため、木造住宅の耐震診断・改修の補助制度等の

周知・活用の促進に取り組み、住宅の耐震化を推進します。 
○千葉県と連携して、耐震改修技術の普及・建築技術者の養成、耐震相談窓口の

開設・所有者向けの啓発事業等、耐震改修促進のための施策を推進します。 
○空家等対策計画に基づき、空家等の適正な管理や有効活用等を推進します。 

■関連する主な施策 
 
 
 
 

  

・応急仮設住宅建設適地の検討 
・市営住宅の長寿命化事業 
 

・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 
・空家等への対策 

・自主防災組織への資器材交付 
・避難所運営体制の整備・充実 
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８－４ 基幹インフラの崩壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

(１)現状と課題 

○被災地の復旧・復興を進めていくための基幹的なインフラの強靭化や代替手段

の確保を事前に整備していくことが必要です。 
 

(２)推進方針 

①北千葉道路の整備の促進【再掲】（５－３①） 

○災害時における緊急輸送道路の機能をより発揮させるため、北千葉道路の整備

を国、千葉県に要請します。 
■関連する主な施策 

 
 
 

②国道・県道の整備・改良の促進【再掲】（５－３②） 

○国道・県道の整備・改良を千葉県に要請し、連携して事業を促進します。 
■関連する主な施策 

 
 
 

③都市計画道路等の整備【再掲】（５－３③） 

○都市計画道路整備プログラムや道路ネットワークを踏まえ、都市計画道路や新

京成線連続立体交差事業に伴う側道等の整備を進めます。 
■関連する主な施策 

 
 

 

④道路及び土木構造物等の防災力の強化 

○大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、緊急

輸送道路を含む国道・県道の整備・改良を要請します。【再掲】（２－１③） 
○緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進し、無電柱化

の推進を要請します。【再掲】（５－１③） 
○地盤の液状化による道路、橋梁等の被害を最小限にするため、必要に応じて地

盤改良等による液状化防止対策、基礎杭等の打設対策等の実施に努めるととも

に、道路維持補修により道路の破損箇所を交通に支障がないよう修繕し、適正

な維持管理を行っていき、橋梁における老朽化対策を実施します。また、歩道

・北千葉道路の整備 

・国道・県道の整備・改良 

・都市計画道路等の整備 
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等整備事業により各種安全施設の整備を行い、安全かつ円滑な避難のできる歩

道等を確保します。【再掲】（５－３④） 
■関連する主な施策 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑤駅周辺の交通基盤の充実【再掲】（１－１⑪） 

○駅前広場は、交通結節機能や広場機能として極めて重要であり、災害時におい

ては、交通拠点、避難拠点になり得ることから、早期整備を進めます。 
○自由通路を整備することにより、災害時における駅利用者の避難路を確保しま

す。 
■関連する主な施策 

 
 
 

 
⑥輸送手段の確保体制の構築【再掲】（６－４⑥） 

○災害時における臨時バスやタクシー等の代替輸送手段を確保するため、関係機

関や事業者との協力体制の確保を図ります。 
 

 

  

・緊急輸送道路となる国道・県道の整備・改良の要請 
・土木構造物の耐震等の推進 
・鎌ケ谷市橋梁長寿命化修繕計画の推進（老朽化対策） 
・歩道等の整備 
・住宅耐震改修の促進 
・住宅・建築物安全ストック形成事業 

・駅前広場の整備 
・自由通路の整備 
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２ リスクシナリオごとのプログラム(施策群）表 

 これまで示してきたリスクシナリオごとの推進方針における施策を施策分野ごと

に再整理し可視化した表として、次頁以降に示します。 

 

  

 

○プログラム（施策群）表の【再掲】の表記について 

  推進方針の内容を全て再掲している場合【再掲】（○－○○）と表記し、その一部のみを 

再掲している場合、【再掲】と表記しています。 
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１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

③家庭・事業所内での災害対策等の推
進
⑤公共施設の耐震化等
⑧常備消防・救急体制の強化
⑨消防団の強化
⑩自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上

➁市街地の不燃化の推進
⑥緊急時の避難用の道路の整備
⑦無電柱化の推進の要請
⑪駅周辺の交通基盤の充実

⑤公共施設の耐震化等

ソフト対策(仕組み・体制)

③家庭・事業所内での災害対策等の推
進
⑧常備消防・救急体制の強化
⑨消防団の強化
⑩自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上

①住宅・民間建築物の耐震化等の推進
②市街地の不燃化の推進

③家庭・事業所内での災害対策等の推
進
④防災知識の普及・啓発

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①公共施設の耐震化等【再掲】（１－１
⑤）

①公共施設の耐震化等【再掲】（１－１
⑤）
④福祉施設の耐震化

ソフト対策(仕組み・体制)

③被災宅地危険度判定・被災建築物応
急危険度判定体制の充実
⑤防火対象物等への立入検査体制の充
実

➁住宅・民間建築物の耐震化等の推進
【再掲】

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①浸水対策の推進
③応急時の住宅の提供の推進

②集中豪雨等に対応した排水施設の整
備・保全

ソフト対策(仕組み・体制)

①浸水対策の推進

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①激甚化する自然災害に備えた土砂災
害対策
④応急時の住宅の提供の推進【再掲】
（１－３③）

ソフト対策(仕組み・体制)

③富士山等噴火による降灰対策 ①激甚化する自然災害に備えた土砂災
害対策
②土砂災害に関する情報発信・意識啓
発の実施

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①行政による情報処理・発信体制の整
備
③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１➉）

ソフト対策(仕組み・体制)

①行政による情報処理・発信体制の整
備
③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１➉）

②避難行動要支援者避難支援制度の推
進

１－５
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で
多数の死傷者の発生

１－２ 不特定多数が集まる施設の倒壊･火災

１－３
異常気象等による広域かつ長期的な市街地等
の浸水

１－４
大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発
生のみならず、後年度にわたり市内の脆弱性が
高まる事態

個別施策分野

１－１
建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅
密集地における火災による死傷者の発生

１
大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図
られる



８０ 
 

 



８１ 
 

 

 

 

  

１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

②被災地における物資の確保
④自家発電設備の整備

③道路施設の防災力の強化 ①応急給水体制の構築

ソフト対策(仕組み・体制)

②被災地における物資の確保 ⑤備蓄の推進

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①常備消防・救急体制の強化【再掲】（１
－１⑧）
②消防団の強化【再掲】（１－１⑨）
③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１➉）
⑤消防庁舎の維持管理
⑥消防・救急活動体制の確保

ソフト対策(仕組み・体制)

①常備消防・救急体制の強化【再掲】（１
－１⑧）
②消防団の強化【再掲】（１－１⑨）
③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１➉）
④災害時協力体制の整備

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

②医療施設における非常用電源の確保

ソフト対策(仕組み・体制)

①災害時の石油類燃料の確保 ②医療施設における非常用電源の確保

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①帰宅困難者対策の充実

ソフト対策(仕組み・体制)

①帰宅困難者対策の充実 ①帰宅困難者対策の充実 ①帰宅困難者対策の充実 ①帰宅困難者対策の充実

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

②道路施設の防災力の強化【再掲】 ①災害時医療体制の強化

ソフト対策(仕組み・体制)

①災害時医療体制の強化
③人的支援の受入れ体制の整備

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

④感染防止資器材の備蓄 ①予防接種や消毒、害虫駆除等の実施
③避難所における衛生管理

①予防接種や消毒、害虫駆除等の実施
②下水道施設の適切な維持・管理・運用

ソフト対策(仕組み・体制)

①予防接種や消毒、害虫駆除等の実施
③避難所における衛生管理

①予防接種や消毒、害虫駆除等の実施
②下水道施設の適切な維持・管理・運用
③避難所における衛生管理

２
大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅
速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を含む）

２－６

想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発
生

個別施策分野

２－１

２－２

２－３

２－４

２－５
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支
援ルートの途絶による医療機能の麻痺

被災地における疫病・感染症等の大規模発生

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資
供給の長期停止

自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救
急活動等の絶対的不足

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給
の長期途絶



８２ 
 

 

  



８３ 
 

 

 

 

  

１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

ソフト対策(仕組み・体制)

①警察等による交通規制

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１⑩）
⑤公共施設の耐震化等【再掲】（１－１
⑤）
⑥消防庁舎の維持管理【再掲】（２－２
⑤）
⑦消防・救急活動体制の確保【再掲】（２
－２⑥）

⑤公共施設の耐震化等【再掲】（１－１
⑤）

⑧避難所等の電源確保

ソフト対策(仕組み・体制)

①業務継続計画の適切な運用
②広域的な相互応援体制の確立
③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１⑩）
④総合防災訓練等の実施

個別施策分野

市の職員･施設等の被災による機能の大幅な低
下

３－１

３－２

被災による現地の警察機能の大幅な低下によ
る治安の悪化及び信号機の全面停止等による
重大交通事故の多発

３
大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確
保する



８４ 
 

  



８５ 
 

 

 

  

１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①防災情報の収集機能の強化と多様化
②災害時の非常用電源の確保

ソフト対策(仕組み・体制)

②災害時の非常用電源の確保

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①行政による情報処理・発信体制の整
備【再掲】（１－５①）

ソフト対策(仕組み・体制)

①行政による情報処理・発信体制の整
備【再掲】（１－５①）

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①行政による情報処理・発信体制の整
備【再掲】（１－５①）

ソフト対策(仕組み・体制)

①行政による情報処理・発信体制の整
備【再掲】（１－５①）

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

ソフト対策(仕組み・体制)

①郵便事業者における事業継続計画(Ｂ
ＣＰ)の策定・見直し支援
②災害時協力体制の整備

４－３

４－４

個別施策分野

４－１

４－２

電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期
停止

テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が
必要な者に伝達できない事態

防災行政無線等情報伝達の中断等により災害
情報が伝達できない事態

郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便
物が送達できない事態

４
大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能
は確保する
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８７ 
 

  
 

 

  

１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

③道路施設の防災力の強化【再掲】

ソフト対策(仕組み・体制)

①民間企業における事業継続計画(ＢＣ
Ｐ)の策定促進支援
②各種制度の活用による支援

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

②燃料供給ルートの確保 ②燃料供給ルートの確保

ソフト対策(仕組み・体制)

①民間企業における事業継続計画(ＢＣ
Ｐ)の策定促進支援【再掲】
②燃料供給ルートの確保

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①北千葉道路の整備の促進
②国道・県道の整備・改良の促進
③都市計画道路等の整備
④道路施設の防災力の強化【再掲】
⑤駅周辺の交通基盤の充実【再掲】（１
－１⑪）

ソフト対策(仕組み・体制)

⑥道路啓開体制等の検討

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①金融機関の耐災害性の向上、事業継
続計画（ＢＣＰ）策定等の促進支援

ソフト対策(仕組み・体制)

①金融機関の耐災害性の向上、事業継
続計画（ＢＣＰ）策定等の促進支援

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①被災地における物資の確保【再掲】（２
－１②）

②道路施設の防災力の強化【再掲】

ソフト対策(仕組み・体制)

①被災地における物資の確保【再掲】（２
－１②）

大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェー
ンを含む）を機能不全に陥らせない

食料等の安定供給の停滞

個別施策分野

５－１

５－２

５－３

５－４

５－５

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力
低下

社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要
なエネルギー供給の停止

基幹的陸上交通ネットワークの機能停止

金融サービス等の機能停止により甚大な影響
が発生する事態

５



８８ 
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１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①災害時における業務継続体制の構築

ソフト対策(仕組み・体制)

①災害時における業務継続体制の構築
②ライフライン事業者等との連携強化
③道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３
⑥）

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①応急給水体制の構築【再掲】（２－１
①）

ソフト対策(仕組み・体制)

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①下水道施設の整備・充実、耐震化【再
掲】

ソフト対策(仕組み・体制)

①下水道施設の整備・充実、耐震化【再
掲】

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①北千葉道路の整備の促進【再掲】（５
－３①）
②国道・県道の整備・改良の促進【再
掲】（５－３②）
③都市計画道路等の整備【再掲】（５－３
③）
④道路施設の防災力の強化【再掲】
⑤駅周辺の交通基盤の充実【再掲】（１
－１⑪）

ソフト対策(仕組み・体制)

⑥輸送手段の確保体制の構築
⑦道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３
⑥）

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①応急給水体制の構築【再掲】（２－１
①）

ソフト対策(仕組み・体制)

②家庭・事業所内での災害対策等の推
進

個別施策分野

６－１
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）
や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の停止

６
大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最
低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確
保するとともに、これらの早期復旧を図る

６－２

６－３

６－４

６－５

上水道等の長期間にわたる供給停止

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

地域交通ネットワークが分断する事態

異常渇水等により飲料水等の供給の途絶
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１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

③家庭・事業所内での災害対策等の推
進【再掲】（１－１③）
④常備消防・救急体制の強化【再掲】（１
－１⑧）
⑤消防団の強化【再掲】（１－１⑨）
⑥自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１⑩）

①延焼防止等に資する緑地の確保
②市街地の不燃化の推進【再掲】（１－１
②）

ソフト対策(仕組み・体制)

③家庭・事業所内での災害対策等の推
進【再掲】（１－１③）
④常備消防・救急体制の強化【再掲】（１
－１⑧）
⑤消防団の強化【再掲】（１－１⑨）
⑥自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】（１－１⑩）
⑦大規模火災時の連携強化
⑧被災宅地危険度判定・被災建築物応
急危険度判定体制の充実【再掲】（１－２
③）
⑨防火対象物等への立入検査体制の充
実【再掲】（１－２⑤）

①延焼防止等に資する緑地の確保
②市街地の不燃化の推進【再掲】（１－１
②）

③家庭・事業所内での災害対策等の推
進【再掲】（１－１③）

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①沿道建築物の耐震化の促進

ソフト対策(仕組み・体制)

➁道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３
⑥）

①沿道建築物の耐震化の促進

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①公共下水道排水ポンプの代替性の確
保

ソフト対策(仕組み・体制)

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①災害廃棄物処理計画に基づく有害廃
棄物処理体制の構築

ソフト対策(仕組み・体制)

➄消防における特殊災害等の対応の充
実

④市民への情報提供や知識の普及・啓
発

①災害廃棄物処理計画に基づく有害廃
棄物処理体制の構築
②広域的な対応に向けた体制の整備
③放射線モニタリング体制の整備
④市民への情報提供や知識の普及・啓
発

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

ソフト対策(仕組み・体制)

①インターネットを活用した情報発信 ②関係機関との連携による対応体制の
強化

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①農地等の適切な保全管理 ②樹林地の適切な保全管理

ソフト対策(仕組み・体制)

７－６

個別施策分野

７－１

７－２

農地・森林等の荒廃による被害の拡大

市街地での大規模火災の発生

沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び
交通麻痺

防災施設等の損壊・機能不全による二次災害
の発生

有害物質の大規模拡散･流出

風評被害等による影響

７ 制御不能な二次災害を発生させない

７－３

７－４

７－５
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１．行政機能・消防等 ２．都市基盤 ３．安全教育 ４．保健・医療・福祉 ５．産業 ６.環境

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①災害廃棄物処理体制の構築

ソフト対策(仕組み・体制)

②道路啓開体制等の検討【再掲】（５－３
⑥）

①災害廃棄物処理体制の構築

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

ソフト対策(仕組み・体制)

①防災・減災の担い手（建設業）の確保
等の推進
②人的支援の受入れ体制の整備【再掲】
（２－２④）
③被災証明書交付体制の充実

①防災・減災の担い手（建設業）の確保
等の推進

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】

②応急時の住宅の提供の推進【再掲】
（１－３③）

ソフト対策(仕組み・体制)

①生活再建支援の体制の充実
③自主防災組織の強化等による地域防
災力の向上【再掲】

④住宅・民間建築物の耐震化等の推進
【再掲】（１－１①）

①生活再建支援の体制の充実

ハード整備(土木インフラ・
施設・設備・備品)

①北千葉道路の整備の促進【再掲】（５
－３①）
②国道・県道の整備・改良の促進【再
掲】（５－３➁）
③都市計画道路等の整備【再掲】（５－３
③）
④道路及び土木構造物等の防災力の強
化【再掲】
⑤駅周辺の交通基盤の充実【再掲】（１
－１⑪）

ソフト対策(仕組み・体制)

⑥輸送手段の確保体制の構築【再掲】
（６－４⑥）

個別施策分野

基幹インフラの崩壊により復旧・復興が大幅に
遅れる事態

８－１

８－２

８－３

８－４

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞によ
り復旧・復興が大幅に遅れる事態

道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門
家、コーディネーター、労働者、 地域に精通した
技術者等）の不足により復旧･復興が大幅に遅
れる事態

地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復
旧・復興が大幅に遅れる事態

８
大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に
再建・回復できる条件を整備する



９４ 
 



９５ 

第５章 計画の推進と進捗管理  
 

１ 施策の重点化 

本市の過去の災害履歴や地域特性を踏まえて、設定したリスクシナリオのうち、

特に重点的な対応が必要なリスクシナリオを以下の表の９項目と設定します。 
重点化に当たっては、本市の地域特性や過去の災害履歴、防災基礎調査の結果

等を踏まえ、第一に地震や火災、浸水といった市全域において影響の大きくなる

可能性が高い災害リスク（１－１、１－２、１－３）や二次災害の発生（７－１、

７－２）を回避すること、第二に災害発生直後の対応でより優先度が高いと考え

られる事項(２－２、３－２、５－３、６－４)としています。 

 
重点化したリスクシナリオ 

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ(起きてはならない最悪の事態) 

１ 大規模自然災害が発生し

たときでも人命の保護が

最大限図られる 

 

 

1-1 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地におけ

る火災による死傷者の発生 

1-2 不特定多数が集まる施設の倒壊･火災 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず、

後年度にわたり市内の脆弱性が高まる事態 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者

の発生 

２ 大規模自然災害発生直後

から救助・救急、医療活動

等が迅速に行われる（そ

れがなされない場合の必

要な対応を含む） 

 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停

止 

2-2 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動等の絶

対的不足 

2-3 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶

による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

３ 大規模自然災害発生直後

から必要不可欠な行政機

能は確保する 

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

及び信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

3-2 市の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

 

 

 

 

第５章 計画の推進と進捗管理 



９６ 

重点化したリスクシナリオ 

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ(起きてはならない最悪の事態) 

４ 大規模自然災害発生直後

から必要不可欠な情報通

信機能は確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4-2 テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝

達できない事態 

4-3 防災行政無線等情報伝達の中断等により災害情報が伝達で

きない事態 

4-4 郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達でき

ない事態 

５ 大規模自然災害発生後で

あっても、経済活動（サプ

ライチェーンを含む）を機

能不全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー

供給の停止 

5-3 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

5-4 金融サービス等の機能停止により甚大な影響が発生する事

態 

5-5 食料等の安定供給の停滞 

６ 大規模自然災害発生後で

あっても、生活・経済活動

に必要最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通

ネットワーク等を確保する

とともに、これらの早期復

旧を図る 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガ

スサプライチェーンの機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6-5 異常渇水等により飲料水等の供給の途絶 

７ 制御不能な二次災害を発

生させない 

7-1 市街地での大規模火災の発生 

7-2 沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

7-3 防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散･流出 

7-5 風評被害等による影響 

7-6 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

８ 大規模自然災害発生後で

あっても、地域社会・経済

が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が

大幅に遅れる事態 

8-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネー

ター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復旧･

復興が大幅に遅れる事態 

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大

幅に遅れる事態 

8-4 基幹インフラの崩壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

 重点化したリスクシナリオ 



９７ 

２ 進捗状況の把握 

本計画で示した推進方針のうち、鎌ケ谷市総合基本計画実施計画との整合・調

和を保ちつつ、整理した施策についてはアクションプログラムとして位置づけて

います。計画の進捗は、アクションプログラムの施策の進捗により把握していく

こととします。 

「アクションプログラム編」は、鎌ケ谷市総合基本計画 前期基本計画 第１

次実施計画との整合・調和を保ちつつ、「基本計画編」第４章に掲げたリスクシナ

リオごとの推進方針に示した主な施策のうち、特に重点化すべき国土強靭化に関

する市の具体的な事業・取組みを位置づけたものです。 
 

３ 計画の見直し 

本計画は、計画(Plan）、実施(Do)、結果の評価(Check)、見直し(Action)のサイ

クルの中で、掲げた施策の有効性を確認しながら、効果的な国土強靭化の取組み

を推進します。ただし、アクションプログラム編で実施する事業の中で、鎌ケ谷

市総合基本計画 前期基本計画 第１次実施計画に位置づけられているものにつ

いては、その事業費及び事業内容を当該計画に記載された内容のとおりとしてい

ることから、鎌ケ谷市総合基本計画 前期基本計画 第１次実施計画の改訂をも

って「アクションプログラム編」の事業内容を改訂したものとします。 

また、本計画は、計画期間中であっても、社会情勢の変化や事業の進捗状況等

を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 
ＰＤＣＡサイクルによる計画の実施と見直し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：国土強靭化地域計画策定ガイドライン（第７版）策定・改訂編 



９８ 

用語集 

頁 用語 解説 

４５ 

４６ 

一時滞在施設 災害時に帰宅が可能になるまで待機する場所がない帰

宅困難者を一時的に受け入れる施設のことをいいま

す。 

３２ 

３３ 

６７ 

感震ブレーカー 地震の大きな揺れを感知すると自動的にブレーカー等

を落とし電気を遮断、停電が復旧した時等に発生する

電気火災を防止するための装置です。 

１４ 

１５ 

１９ 

３１ 

３３ 

４１

４２ 

４６ 

４７ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６３ 

６４ 

６６ 

６８ 

６９ 

７６ 

７７ 

緊急輸送道路 大規模な地震が起きた場合における避難・救助、物資の

供給、諸施設の復旧など広範な応急対策活動を広域的

に実施するために指定する道路のことです。 

千葉県では、隣接都県との連携強化及び県庁と主要都

市等を相互に結ぶ高速道路、一般国道及びこれらを連

絡する幹線道路とこれらの道路から千葉県の本庁舎及

び県土整備部出先機関や空港及び主要港湾へ通じる道

路などを緊急輸送道路１次路線として、４４ルート、

１，４５４.３ｋｍを指定しています。 

また、第１次路線と市町村役場、主要な防災拠点（救急

物資等の備蓄地点等）を相互に連絡する幹線的な国・県

道、市町村道を緊急輸送道路２次路線として、６４ルー

ト、７１０．３ｋｍを指定しています。 

６２ 下水道事業ストック

マネジメント計画 

下水道事業の役割を踏まえ、持続可能な下水道事業の

実現を目的に、明確な目標を定め、膨大な施設の状況を

客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測しな

がら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理する計画

です。 

４５ 

４６ 

災害時帰宅支援ステ

ーション 

災害時、救急・救助活動が落ち着いた後に帰宅困難者の

徒歩帰宅を支援するため、可能な範囲で水道水、トイ

レ、地図等による道路情報、ラジオ等で知り得た通行可

能な道路に関する情報などを提供する施設のことをい

います。 

  



９９ 

用語集 

頁 用語 解説 

２４ 

２６ 

５５ 

５６ 

６１ 

８７ 

８９ 

９６ 

サプライチェーン 製造業において、原材料調達・生産管理・物流・販売

までをひとつの連続したシステムとして捉えたときの

名称のことです。 

３５ 

５８ 

６４ 

７７ 

自由通路 既存の停車場内で鉄道と交差し、専ら歩行者の通行の

用に供する道路又は通路等をいいます。 

２９ 

４０ 

５２ 

５３ 

冗長性 余分な部分が付加されていること、また、それにより機

能の安定化が図られていることをいいます。特にコン

ピューターネットワークで、情報を伝達する際に、情報

が必要最小限よりも数多く表現されることをいいま

す。これにより安定的に情報伝達を行うことができま

す。 

５１ 

 

自立・分散型エネル

ギー 

地域において、コージェネレーション、燃料電池、再生

可能エネルギー等を最大限活用し、災害時等に大規模

電源等からの供給に困難が生じた場合でも、自立的に

一定のエネルギー供給を確保できるエネルギーシステ

ムのことです。 

３８     大規模盛土造成地 盛土造成地のうち以下のいずれかの要件を満たすもの

です。（大規模盛土造成地の滑動崩落対策推進ガイドラ

インによる） 

①盛土の面積が３，０００㎡以上（谷埋め型大規模盛土

造成地） 

②盛土をする前の地盤面の水平面に対する角度が２０

度以上で、かつ、盛土の高さが５ｍ以上（腹付け型大

規模盛土造成地） 

１８ 電話の輻輳 一定時間内に電話が集中することで発生する「電気通

信網の渋滞」の状態をいいます。 

１６ 都市計画公園 都市計画法に基づき公園として都市計画決定された施

設をいいます。 

「都市公園」は供用されているものですが、一方「都市

計画公園」は供用されていなくても、都市計画に定めら

れたものは「都市計画公園」といいます。 

 

  



１００ 

用語集 

  

頁 用語 解説 

１６ 

３３ 

６６ 

６７ 

都市公園 都市公園法に定義されているもので、「都市計画施設

である公園又は緑地で地方公共団体が設置するもの」

及び「地方公共団体が都市計画区域内に設置する公園

又は緑地」をいいます。この他に国が設置する公園又

は緑地もあります。 

「都市公園」は、運動公園など都市住民全般の利用を

目的とした都市基幹公園や、地区公園、近隣公園、街

区公園など近くに居住する人の利用を目的とした住区

基幹公園などに分類されています。 

２６ 

５８ 

６１

６５ 

６９ 

７３ 

７４ 

８７ 

８９ 

９１ 

９３ 

９６ 

道路啓開 緊急車両等の通行のため、早急に最低限の瓦礫を処理

し、簡易な段差修正により救援ルートを開けることで

す。 

 

 

３５ 

４０ 

４３ 

５０ 

６８ 

バイスタンダー 救急救命関連の用語として使用する場合の「救急現場

に居合わせた人（発見者、同伴者等）」のことを指しま

す。 

３６ 

６８ 

７９ 

９１ 

 

被災建築物応急危険

度判定 

大地震により、被災した建築物を調査し、人命にかかわ

る二次的災害を防止するために、その後に発生する余

震などによる倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下、付

属設備の転倒などの危険性を判定することをいいま

す。判定結果は、建築物の見やすい場所に表示され、居

住者はもとより付近を通行する歩行者などに対しても

その建築物の危険性について情報提供します。 

３６ 

６８ 

 

被災建築物応急危険

度判定士 

千葉県が開催する「応急危険度判定士認定講習会」を受

講し、知事の認定を受けて応急危険度判定を行う者を

いいます。 



１０１ 

用語集 

頁 用語 解説 

３６ 

６８ 

７９ 

９１ 

  

被災宅地危険度判定 大地震等により、宅地が大規模かつ広範囲に被災した

場合に、二次災害を軽減、防止し住民の安全の確保を

図るため、現地踏査により、宅地の被災状況を調査

し、変状項目ごとの配点から危険度を判定することを

いいます。判定結果は、見えやすい場所に表示し、当

該宅地の使用者だけでなく、付近を通行する歩行者に

も安全であるか否かを識別できるようにします。 

３６ 

６８ 

  

被災宅地危険度判定

士 

一定の資格・経験を有する土木又は建築技術者で、判

定士養成講習会を受講し、知事の登録を受けた者をい

います。 

３０ 

３９ 

４０ 

７９ 

 

避難行動要支援者 高齢者、障がい者、乳幼児等の災害時に特に配慮を要す

る者（要配慮者）のうち、災害発生時の避難等に特に支

援を要する者をいいます。平成２５年６月の災害対策

基本法の一部改正により定義され、市町村長に避難行

動要支援者名簿の作成が義務付けられました。 

１７ 微地形 １／５０，０００や１／２５，０００の縮尺の地形図上

には明瞭に表現しにくいほど、小規模で微細な起伏を

もつ地形をいいます。 

４８ 

４９ 

５４ 

５５ 

５６ 

５９ 

６２ 

６３ 

８７ 

ＢＣＰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰとは業務（事業）継続計画（Business Continuity 

Plan）であり、災害発生時に、利用できる資源（ヒト、

モノ、情報及びライフライン等）に制約がある状況下に

おいて、応急対策業務、継続性の高い通常業務及び優先

度の高い復旧業務を特定するとともに、災害時優先業

務の業務継続に必要な資源の確保・配分や、そのための

手続きの簡素化、指揮命令系統の明確化等について必

要な措置を講じることにより、大規模な地震災害時に

あっても、適切な業務執行を行うことを目的とした計

画です。 

７０ ＣＢＲＮＥ災害 「化学：Chemical」、「生物：Biological」、「放射性

物質：Radiological」、「核：Nuclear」、「爆発物：

Explosive」を指す言葉。テロ攻撃の手段や大規模な事

故災害の原因となるものを示します。 

４０ 

５２ 

５３ 

７１ 

ＳＮＳ ソーシャルネットワーキングサービス（ Social 

Networking Servce）の略。インターネットを通じて登

録された利用者同士が交流できるサービスのこと。 

 
 

 
 

資料：千葉県国土強靭化地域計画、国土交通省資料他 
五十音順・ABC順 


